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出席者名簿（敬称略）

1．　フランス側知事

　内務大臣付防衛問題審議官・上級知事

　ガ　　ー　　ル　　県　　知　　事

　イ　ォ　ン　　ヌ　県　　知　　事

　コ　レ　ー　　ズ　県　知　　事

　タルン・エ・ガロンヌ県知事

2．　日本側知事

　愛知県知事・知事会会長

　福島県知事・知事会副会長、

　栃木県知事・知事会副会長

　奈良県知事・知事会副会長

　青森県知事

秋田県知事

岩手県知事

　山形県知事

　宮城県知事

　長野県知事

　埼玉県知事

　神奈川県知事

　三重県知事

　岡山県知事

　島根県知事　「
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　　　　●

　香川県知事

　徳島県知事

　愛媛県知事

　佐賀県知事

5　来　　　賓
～一～～～～～～～

　駐日フランス大使

　外務政務次官

　自治事務次官

4　政府関係
蜘～～～～～【》～～

　自治省行政局長

　自治省財政局長

　首都圏整備委員会事務局長

　消防庁次長

5　フランス大便館
｝～A》～～～～～～～～～

　情報部参事官

6　通　　　訳　　天
｛～～～～～～｛～

　　　　　　　　　弥

　　　　　　　　　丸

Z　全国知事会事務局
｝ゴ【りρ》～～～～～～～～～～～

事務局長

野　恒　雄

永　康　夫

山　愛　子

　金　子　正則

　武　市　恭　信

　久　松　定　武

　池　由　　　直

　ルイ・ド・ギランゴー

　田　中　栄　一

　柴　田　　　護

　長　野　士　郎

　細　郷　道　一

　鶴　海　良一郎

　川　合　　　武

　アンドレ・ブリユーネ

（フランス大使館情報部）

（　　　同　上　　　）

（国際基督教大講師）

　宮　内　　　彌
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免全国知事会会長あいさつ

　　　　　　　　　　　　　　　　愛知県知事　桑　原　幹　根

　本日ここに日本におけるオ2回日仏知事会議を開催するにあ

．たり、全国知事会会長として、一冨’ご挨拶申・七上げる機会を得

ましたζとを、光栄、かつ、欣快に存じます。

　フランスと日本は、遠く相隔つておりますが、昔から日本は・
　の　
　　　　　　　　　　　　　　　　　き　　　　ノ政治に経済に、教育に文化に芸術に、ラランスの多大の感化影

響を受けて参憤した．而して昭治咋より7、日仏知事の相

互交換訪問が始められ一幽の友好と親善が一段と緊密の度を

媒て釣ましたこと V岬rためこま，ことにご噸に蹴

ないととろであります。

　今日ただ今よ財2回日仏知事会議を開’催い親しぐ・ラン

ス，の知事各位と一堂に会して，’地方行政に関する重要、かつ、

蜘の酬騨綱やれとぱ私どもにとい何よぬ喜
びでございます。　　　　　　　　“町　“へ’＾

　皆様の真剣なるご討議により、十分の収獲を収めたく希望い

たすとともに、この成果を日仏それぞれの地方行政に反映して

、いただきたくお願いいたず次矛であり“’ます。’い

　いささか所信を述べ、開会の挨拶といたします。
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仏知事団代表あいさ？

　　　　　　　　　　　　　．内務大臣付防衛問題審議官・上級知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’ジヤン・シヤペル

　　　緯嘩昧は先蛭嘩仏r柱使であられました萩醜

　　邸鹸いした媒ござ鱒興㌍時に萩願から助か
　　・が一いし母ころ．四姪オーと1．日仏間蜘事の交換をすること

　　を当時の・．ランス貫務工臣であつた゜ジエ’プレ氏に提案され

・恒は醐木使ご口㌣ら恒とρことでぱいます・そし

　　ちζ叫郷して日仏岬眠の町ラくの齪絞換され
　　るこ、とによつて、．両国問の貼係がさらに深められること、この

　∵交換が継続されるととを大便は確信しておられると咋夜述べら

　　れたのです。

　　　私共は只・今オ2⊇の仏鵬ぱ眠して鯨にまいつてい

　・るわけでござぽ．す・そして・とれは先年日本からフランスへ

　　纏団嫡軽庭r㌍返しとして私共力沽いつたわけです・

　　またその前には日本へ7ランスの知事団がまいつておりまして、

　　そのときは私畔烈拳し嘩で恒∵ユール氏が臓
　　をつ・とめヌ抄ましたち氏は醜ノミ！些域総知事をしているド

　　ルー四口のぞ庭綿障甦隈を駐ているのです・
　　　私峠蝉初に・○時司まし，…鰻様方と蛤いできま

　　したことを大変仕合せにガ、ますとと・元し，てこのように立派

　　・な，ご歓迎瞬、け⇔た．こ‘と噛し・私註人そろつて心から感

　　激してお力ますことを甲し上げたピと存じます。特に今朝は、
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故国から遠く離れた所でフランスの国歌を演奏していたSいた

ことは私共の非常に大きな感動をよび、起したのであ’ります，、

　とのように日仏両国間で知事が会合し・それぞれの経験を交

換し合うということは、非常に実力豊かなものであると考えて

お力ます。私共にとつてこのような交換は多くの知識の交換と

いうわけであり、自分達が他の人々よりも秀れているのだとい

うようなことを考えてはならないということを教えてぐれるわ

けです。とかくそのように考えてしまうのはなにもフランス人

のみでなく、アメリカ人もイギリス人もドイッ人もそして日本

人もそう考えることがあるかもしれません。しかし自

分達が最も良いものだと考えて自分達だげに閉じこもり、

隣人との交流をやめてしまうのは決してしてはならないと考え

ます。

　こめような国際的交換というのは私共が担当している県政に

とつても非常に有益であると思います。それは、このような場

で、お互の知識を交換し、経験を語り合い、それぞれが用いて

いる行政方法を討議し合うことで、その成果が私共の県政の上

でまた住民の福祉のために役立つと考えるからであります。

　またもちろん、このような交流が人間的にも非常に大き’な重

要性をもつことは甲すまでもありません。そして国際的に諸国

民間の理解を助け．る上で非常に大きな意義を持つていると考え

る次オであります。

　それ故、私共はこのたびの会議において、私共にとつて非常

に重要と思われる議題が討議されることを望んだわけでありま

　　　　　　　　　　　　　一7一



す。このたび私共が議題として提案しましたととは、私共の国

にとつてまざに急を要する問趣ばかりでございます。

　まず、フランスは現在約5，000万人の人口をもつておりま“

すが・約38，000の小さな市町村に分れておりまして、その

うち55，000以上は人口2，000以下という状態であります。

このようにフランス人の努力が細か9く分散されているというこ

とはもはやフランス人にとつてたえがたいととなのであります。

　また一方、都市においては市民は非常に大きな都市化現象に

対決してその問題を解決しようと努力しているわけであります、、

　またさらに、現在のフランスは今世紀初めのフランスとは全

く比較できないほど重要な財政的負担を負うことになつてお，り

ます。

　また、フランス人は現代における市民防衛という問題の重要

性をますます意識しつつあります。この而民防衛というのは国

民にとつては軍事面における国防と同じくらいの重要さをもつ

ていると申し上げることができます。なぜならば、現代の多く

の技術的変化は、あらゆる面で非常に大きな危険をf乍ク出して

おり、国家に対してその面で大きな責任を負わせているからで

あ必ます。国家は今やフランス人の人間的、財産的な面におけ

る完全な防衛を平時も戦時も確保せねばならない責任を負つて

いるのであります，、

　日本において、皆様方も大体似たような問題に直面していら

れることと存じます。私共はこのような問題に対して私共の解

決法をもつているわけですが、皆様方においても、多分同じよ

　　　　　　　　　　　　一8一
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うな解決法に達しているかもしれませんし・或は杜全く別の

鰍法⇔もちかもしれ蝉ん．そして私共の方でも・皆櫛

の解決方法とは全く別のものをもつているかもしれません・・

　こうして、私共は皆様からのこ，招待をお琴けす、るζ苧になつ

たわけであぽす．それ亭、も・したと．え．ばのこ・とですが・今弓

のとの会議での討議の結栗余り大鵠成果力鴇・られ妙つた

としてぷこのような席で漣に人声］的に鯉を深’めることが

できることは価値のあると、とと存じますいさら邸」両国．民間

の埋解を深め、ひいては世界．乎、和に貢献するこ、．とができ．る．ので

’はないかど存ずる次才で、あ．ります。　　　　　　　　∵　　　　，　ほ　，

＼
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駐日フランス大使祝辞

　　　　　　　　　　　　　　　　駐日フラソズ大使

　　　”　　　　　　”　 ㌦　　’　ルイ・ド・ギランゴー

鯨で再魂催の運びとなぽした矛2薗日仏知事会議の開

催にあたあ、一言ごあらさつ串し上げる機会を得ました亡とは・

私の犬きな喜びといたすとヒろであります。

　日本とララシ旭県政幽者め間で相互あ経験を比較し澗

題を討議闇し、斬新なる解決を求める機会をつく力ますこの会議

はヨの重麹をいか噸齢たしましても余暗るものと考

えます。　　　　　　　　　　　：　　’　　　「　　’　　○

　また、両国の地方行政組織に、いくたの相違がある；という事

実は、このような交換をより二層有意義・なものとしているので

あります。

　さらには、日仏両国間にすでに存在している多くの絆も、、こ

れによつてより一層緊密なものとされるであ”りましよう・・『

　このような交流は、他’にまだ多くの例をみないもの1でありま

すが、私はごれが継続されているごとに大きな喜びを感ずるも

　　　　　　　　　　　　　　　タのであります。　　　　　1い　‘M　　　　　’　　　　・

　さきほど、桑原会長から、フランス文明の影響が多くの分野

で日本に及ぼされたとのこ発言がありましたが、その逆もまた

真であります。19世紀末にはすでに日本叉化はフランスに知

られておりました。この一世紀間に日本で達成された数々の成

果は、私共に深い感嘆の念を抱かせるものであります。

　　　　　　　　　　　　－10一



　私共は、近代日本が辿つてきた道、来年その百年祭が開かれ

る明治維新の際、日本を近代国家に変貌させた驚くべき変化は

もちろん、急速かつ奇跡的とさえいえる近年の経済的発展の諸

過程などを多大の関心をもつて見守力続けてまいりました。

　かつては、日本は熱心にまた効果的な方法で諸外国の例に従

がつたのであ力ますが、それら諸外国こそ、今日いくたの分野

で日本の示す道を踏むことに意義を見出すという・のであります。

　こうして、このたびフランスから来日した5人の知事にとつ

ては、今回の視察旅行は非常に有益なものとな’るととと信じて

おります，、

　特にかつては農村的であつた地方において均衡ある発展を図

るため、日本で実施されている方法を知ることは、フランスの

知事にとつて得るところが大，きいものと思われるのであカます。

　終りに、本日ここに才2回日仏知事会議の開催のためご尽力

下さいました日本の全国知事会の皆橡に感謝の意を表すると共

に、この会議が日仏両国の知事にとつて実り多い意見交換とシヤ

ペル知事の言及したような人間的接触の場となるよう希望いた

します。
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外務政務次官祝辞

　　　　　　　　　　　　　　外務政務次官　由　　中　栄　　一

　本日、オ2回日仏知事会議の開催に当り、一言ご挨拶甲し上

げる機会を得ましたことは私の最も喜びとするところであカま

して、今回日本を訪問されたフランス知事団の方々に対しまし

て、ととに衷心より歓迎の意を表したいと思います。

　フランスは、欧州の中原にあつて優秀な文化と安定した経済

の基盤に立ち、世界で最も’ i歩した国の一つであることは周知

のとおりであカます。近年は、ド・ゴール大統領の指導の下に

世界政治の上で重要な役割を演じ、国運日に隆昌を加えつつあ

ることは、まととに慶賀の至力であります。

　日本とフランス両国は、長期にわたり友好関係を続けてまい

りましたが、特に最近は、　「日仏定期協議」、　「日仏経済合同

委員会」の開催等により、政治・経済の分野に●きまして向国

間の活発な接触と交流が行なわれるようになりましたととは、

まことに喜ばしいととと存じます。叉化面における日仏両国間

の交流が伝統的な基盤の上に近時ますます稔り豊かなものとな

つていることは言をまちません。更に、加えて、今回日仏知事

会議のオ2回囲催をむかえることになりましたことは、必ずや

両国の相互埋解と協力関係の増進に寄与するところ多大であ力、

両国の親善関係が一段と緊密化され、ひいては国際平和に貢献

するに至ることと信じて疑いません。今後とも日仏知事相互交

流がますます発展いたしますことを切望して止みません。

　　　　　　　　　　　　－12一



　最後に、フランス知事団の方々に対し、日本ご滞在は短期間

と承つて●りますが、その間にわが国の実情をつぶさにご視察

になるとともに、快適なご滞在の時を過されるよう希望いたし

ます。
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自治事務次官祝辞

　　　　　　　　　　　　　　自治事務次官柴田　護

才2回『仏嫡会議力珊催されるにあたい歓迎のことばを

申し上げる機会研ました事興の深く欣快とするところで

あります。

　歴史をひもとくまでもなく・フランス．と日本との間の政治文

化の交流は非常に密接なものがあります。

　フランスは、古くから政治思想、臼然科学、文学、芸術等政

治文化の面で西欧諸国をリードしてまいりましたが、ことに十

八世紀天に自由と平等を旗印とする近代国家の建設以来、常に

世界の先駆者としての役割を果たしてきました．

　わが国は、十九世紀半ばに三百年にわたる鎖國をやぶカ、近

代国象建設のオー歩を踏み出したのでありますが、近代国家建

設の過程に●いて、先進国フランスから受けた影響は、はかり

しれないものがあります。そして日本とフランスの友好関係の

きつなは、これを契機としてかたく結ばれるに至つたのであ句・

ます。

　わが国は近代国家の一員として世界各国に伍して以来、漸く

百年を経泡したところであカますが、古い伝統にはぐくまれた

わが国の文化もまた世界に誇るべきものがあると、私は確信す

るものであります。

　フランスの偉大なる思想家であるかのモンテーニユも「広い

世界との交わりによつてこそ、驚くべき洞察が得られる。」と
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甲してお．ります。私は、政治．・経済・文化の各般にわたる両国
　　　　　　　　　　　　　　　　　、
の緊密な協力関係は、将来における両国の繁栄に大きな貢献を

もたらすものと確信するものであります。

　地方行政の面においても、それぞれの制度そのものには、大

きなちがいがありますが、両国の県政責任者が一堂に会し、当

面する地方行政運営上の諸問題について忌揮のない意見を交換

しあるいはまた親しく地方の実情．を視察することは・その共通

の目的である住民福祉の向上に資するところ大なるものがあり・

両国の理解と親善に多大の貢献をなすものと信ず．るものであり

ます。．

　今後この日仏知事会議が末長く続き、かつさらに発展してい

くことを祈つてやみません。

　終りに、このような時宜に適した企画の実現のためにつくさ

れた知事会、フランス大便館その他の関係者のかたがたに心から

敬意を表します。
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議長就任あいさつ

　　　　　　　　　　　　　　愛知県知事桑原幹根

　はからずもオ2回日払知事会議の議長にご推挙いただき、光

栄に存じてお力ます。

　重責を自覚し・全力を傾注して、との会議を運営し、成果を

収めたいと念願いたして拾りますで、よろしくご協力のほどお

願いいたします、，

　これをもつて議長就任のご挨拶といたします。
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経 過 報 告

　　　　　　　　　　　　　　栃木県知事横川信夫

　昭和59年6月、フランスのプレ内務大臣から、在仏萩原大

使に対し「日仏両国の相互理解の増進と地方行政の当面する諸

問題解決のため、日仏知事の相互交換訪問を行いたい」との甲

し入れがありました。

　このフランス側の提案は、日本国外務省を経て全国知事会に

伝達され、同年7月31日の全国知事会議に付議し、採択され

ました，，

　その後全国知事会は外務省の協力を得て、駐仏日本大使館を通

じ、フランス内務省と数次にわたり具体的実施計画について折

衝を重ねた結果、昭和40年5月フランス知事5名をわが国に

迎え、オ1回日仏知事交換訪問と、これに伴う日本に凝ける才

1回日仏知事会議の開催及ひ主要都県の行政と産業の視察が行

なわれました。

　同年5月には、日本知事団6名が訪仏し、地方行政に関する

意見交換を行なうとともに地方視察を行ないました。

　昨年は秋に、フランス知事団が来日の予定でありましたが、

フランス側内政上の埋由により、本年に延期され、今回5名の

知事各位をお迎えした次才であカます、，

　明年は、日本知事団が訪仏の予定でありますので、その節は

よろしく冷願いいたします。

　とれをもつて簡単でありますが、経過報告といたします。
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市町村合併
○　議　長

　それでは・第遠題であり已市町村合併につきましては

治省からおいでをいただいております長野行政局長さんにこの

場合，御説明をお願い申し上げます。

○　長野自治省行政局長

　それでは簡単に御説明を申し上げます。

　この前伺いますと，第1回の日仏知事会議でも市町村合併のこ

とがこの会議の議題になっておるように承っております。そこ

で今度は，その後におけるところの市町村合併の状況につきま

して申し上げて，御参考にいたしたいと思います。

市町村の全国的な新しい再編興溜和56年一961年

をもって一応，再編成としての形は終わりました。その後，わ

が国の経済が高度成長の時期に再開をいたしまして，経済の発

展・交通・通信機関の発達に伴いまして，経済圏，生活圏の拡

大が地方公共団体の区域をとえて行なわれました。したがいま

して，地方団体の行政におきましても，広域行政の要請が非常

に強くなってまいりました。そのような時代の要請を背景にい

たしまして，新しく市町村合併の特例に関する法律というもの

ができ上がったのでございます1この法律は全国的な市町村合

併を目ざすということではございませんで，その地域的なジそ

ういう特殊の状況に応じました合併を円滑に，しやすくすると

いうことを目的としておったものでございます。そういう特例
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法の結果といたしまして，約2年剖だおきまして51の町村合

併が行なわれ，90の市町村数が減少いたしました。とのよう

な合併はごいろいろな合併の形態がございますが，ひとつは，

都市の発展に伴います周辺部を占領していくという形の合併，

二つは，都市の発展に対応する都市相互間の合併，三番目には，

地方行財政能力の強化を目的とした市町村の合併というものが

あげられます。

　最近の傾向といたしましては，二番目の，都市の発展・に対応

する都市間の合併というものが大きな形の合併として行なわれ

ておるというのが現状のようでございます。たとえば，大阪大

都市圏における副都心として・布施市，河内市，枚岡市の3市が

合併いたしまして，東大阪市という市ができました。あるいは

新産業都市の中心としてめざましい発展を遂げておりますとこ

ろの瀬戸内海の倉敷古，児島市，玉島市の合併による新しい倉

敷市などがそれであります。ただ現在のところ，そういう合併

は4．月の統一選挙によりまして，一応，一段落をつけた形でご

ざいます。

　しかし；全体として社会経済の発展に即応して，市町村の経

営の適正化をはかりますために，規模の適正化に留意をすると

いうことは，とれは今後とも行なわれていかなければならない

問題でございます。また地域の実態に即して適切宏指導をして

いく必要があると考えております。また，最近のように大都市

周辺におけ’體?禔C産業の集中というもの9は，大都市問題の一

環としてその再編成というものが検討を迫られておると考えて
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おります。ただ，今日のような急激左そういう経済圏，生活顯

の拡大に対しましては，市町村の合併だけでよく対応し得るも

のであるかどうか，市町村の相互の間におけるととろの共同処

理と申しますカ㍉協力体制というものをあわせ考えていかなけ

ればならない，そういう意味におけるところの広域行政体制の9

整備ということも，十分考えなければならない問題だと思って

おります。

○　議　長

　どうもありがとうございました。ただいまの長野行政局長さ

んの御説明に対しまして，フランスの知嘉さん方から御質問な’

り御意見がございました方らば，承りたいと存じます。

○　シュミット知事

　まず，第1回日仏知事会議以来，この市町村合併に関する日

本における問題というのは非常に変化したように考えられます。

と申しますのは　以前はむしろ、市町村間ゐ合併ということが

まず問題であったと考えれば，現在は市町村相互間の協力とい

う問題に変わってきているように考えられるわけです．フラン

スにおき古しては，この問題に関する考え方という点では全ぐ，

日本と逆の順序をたどったと思㊤まニナ。

　フランスでは18。0年以粂，市町村間⑳協力という面では

すでに解決法が考えられでいたのでありますが，市町村の合併噛’

という問題についてはいまだその解決法が見出されていないの

であります。ただいまの御報告には市町村合併の問題白というこ

とは，全国的な面では』 咜ｾでけすでに終わったとい’うふうにお
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っ・しゃ・・たのでございますが，そういうごとを聞いて私どもは

非常に安心と喜びを感じたわけでございます。と申しますのけ1．

フランスではこの問題は，まさに現実の問題としていま提起さ

れている問題であるわけでございます。しかし，この問題にっ

きましては・以前にフランスの知事が日本へまいりまして以来，

ひとつフランスでは新しいととが起こっておりまして，つまり，

1966年になりましてから，フランスでこの問題について一

つの法律が採択されたわけでございます。

　この新しいことといいますのは，まず申し上げなければなら

ないのは，フランスではいままでは歴史的形態として，ひとっひと

っの市町村として存在していた市町村といいますか，それをひと

つの組織集団，集落というものにまとめたいということを考え

たわけでございます。それはV（ままでは50とか60，70，

80という数の市町村がちゃんとそれぞれ存在していたわけで

すが・たとえば飛行機から見た場合は・ひとつの大きな都市，固

ま力というふうに考えられる。こういうことに対して，ただい

ま申し上げた法律というものができたわけでございます。そこ

で私はこの法律について一言御説明したいと存じます。

　しかし，フランスにおける市町村合併の問題を合理化い売し

ますためには，またその問題において，どのような方面で解決

策が求められているかというようなごとを御理解いただきます

ためには，まずひとつのζとを知っていただかなければならない

のですが，そのひとつのことと申しますのは，市町村合併という

ことに対して地方の議員，地方選出の地方議会議員あるいは市
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町村議会議員という人は，市町村合併に対して全く考えられな

いほど大きな抵抗をもつということであります。

　そういうわけで，フランスにおきましてこの市町村合併の問

題を考えますときには，それを正面から考えるというよりも，

側面から解決策を求めるということになるわけであります。フ

ランスでは自分の市町村というものに対して，感情的に非常に

強いつながりというものがありまして，それをなくさせるとい

うことは非常に困難であります．しかし，現在のような形の市

町村構造というものは，すでにもう．これをそのまま続けていく

ということは，客観的に申しましても，また技術的な面から見

ましても，不可能になっているわけであります。そうして，こ

のようなわけで，1966年の12月に幾多の市町村を一緒に

した集落というようなものに関する法律ができたわけでありま

す。

　しかし，私どもは，この分野におきまして非常に大きな困難

を常に抱えているわけでございますけれども，それについてた

とえば，との1966年の法律におきましても，多数市町村の

集落ということについては，4つのそういう集落についてだけ，

この法律で決定が下されたわけであります。その他の同じよう

な形の集落については，まだそういう法律というものはできて

いないわけです。

　それではまず，ヒの法律というものを簡単に御説明したいと

思ぽすけれども・討最初坤し上げなければならないのは，

多数市町村を集落といっておりますが，とれを構成する市町村
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というものは，以前どおりに市町村として一応，存在し続ける

ということに孝のてをります。しかし，この法律は，そのFよう

に依然として存在するととを認められた市町村に対して，それ

がもっと幾つかの機能：を市町村よりも上のある機関に対して委

嘱するということをきめているわけ’であ’ります．

　まず，前から存在している市町村に対しては，そこの住民と

日常接触するというような面に関する機能は残されるわけであ

ります。たとえば戸籍あるいは警察，　そういうものに関しては

依然として前の市町村がその機能を保持するわけであります。

しかし，一方，その市町村の上にできる，第二団体機関と一応

フランスでは言っておりますけれども，この機関に対してはよ

b大きな規模と，特に公共施設，水道あるいは汚物の処理とい

う方面の機能が第二機関に移されるわけであります。これがフ

ランスにおいて，大きな市町村集落というものに関して実現さ

れた，また限られた進歩だと申すことができると思います。

　このように，最初に申し上げ才したように，フランスではす

でにずっと以前より発見されておりました市町村間の協力関係

というものは，日本に拾いてはまだで』き上がってい旋い。それ

に対してフランスでは，日本です’でにずっと以前より発見され

ていた市町村合併の方向というのはすでに果たし’ ﾄいるという

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミようなことで，こういうふうに考えてみますと，私たちの間・に

行なわれます意見の交換というのは，非常に実り豊がになるの

ではたいかと考える次第であります。

　ところで，まず一つ質問を出したいのでありますが，日本に
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おきましては，先ほど少々例力1ありましたように，もともとは

それぞれ独立．していた市町村が大きな都市集落として集ま・「て

しまうというような場合，とういう巨大な都市集落という問題

はどのような形で解決されたでありましょうか。

○　議　長

　ただいまのシュミット知事さんの御質問に対しまして，長野

行政局長さんからひとつ。

○　長野行政局長

　その前にちょっと補足して説明さしていただきますが，日太

の場合は市町村間の協力というほうが合併よりあと，これから

問題になるのだというふうに，さっき申し上げたことをお受け

取りになりますと，これはこういうふうに訂正さしていただき

たいのですが，日本の場合も，かねてから，市町村間の協力と

いう方式は非常に多くの古町村間にお「いて行なわれておりまし

た。それがだんだん集約されて，合併という形にな一て再編成

がされた，そうしてさらに現在及び将来は，再編成された市町

村間でもう一度協力体制というものがか方り広域的なととろで

考えられるということが現在，あらわれている問題じゃないか。

要するに鋤力拭というものを卒業した上で合併があ力そ

，の合併を卒業した上ででら噺しい広い広がりの中の協肪

’式というのを考えていぐ，そういうことになっておりますので，

その点は多少，私の説明が不十分であったとすれば，訂正をさ

していただきたいと思います。

　それから，いまのお話でございますが，都市共同体というよ

　　　　　　　　　　　　　一24一



’

うた都市集落のお話がございましたが，そういうようなものに

なっていくという問題につきましては，そういう協力方式とい

うものをいまの日本の法制の中には多くの形が準備されており

ます。そういうものをそれぞれの都市なり市町村友りで，どの

ような形で選択して，そうして協力体制をつくっていくかとい

うことは，そういう市町村間の自発的意思を中心にして考え，

同時にそれは政府なり都道府県知事の指導というか，誘導とい

うものが個々具体の場合に非常に大きな役割を果たすわけです

けれども，実際は布町村間の自発的な意思にまかされる，こう

いうことで考えられております。

　それからさらに，そらいう意味で新しい広域的な市町村間の

協力体制というものにつきましては，従来から準備されておる

ような共同処理の法律的な制度だけで十分なのかどうか，さら

に新しいものを加えていかなけれげならぬのじゃ左いだろうか，

これが政府としても，各地方団体間でもいま真剣に取り上げら

れて問題に方っておるところでございます。その点ではフラン

スで，都市共同体というのですか，196冶年の法律で4つの

都市を中心にしておやりになったという共同体の方式というも

のは，私どもは非常に注目といいますか，その方式をぜひ参考

にさしていただきたいと思っております。

○　議　長

　この問題につきまして，日本のどなたか知事さんから御発言

がございましたら・…・山形の安孫子さんいかがでしょう。

○　安孫子知事
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、ちょっとお尋ねい’たしますのは，第二団体機関というものは

議会を持っておるのか，あるいぱまた独立の人格を持っておる

のかという点をちょっとお知らせ願いたいと思います。

Qシュミット知事

　ただいまの御質問は，私どもがこの都市共同体をつくります

ときに，非常に困難となった問題でありました。しかし，まず

最初の御質問に拾答えいたしますれば，この都市共同体には確

かに一つの議会というものができております。そうして，この
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
議会というものをどのように構成するかという問題が非常に私

どもにとっては大きな困難を伴ったわけでございますけれども，

この点につき書して，もしお望みでございましたならげ，幾ら

か御説明さしていただきたいと存じます。

　それから第二の御質問についてでございますけれども，この

都市共同の行政府といいますか，これは共同体の持っておりま

す議会から選出された議長といいますか，でありまして，中央

政府によって任命されるわけではございません。

　それから第二団体の機関と申しますか，それは法的な人格を

与えられております。

○安孫子知事

　もう少し詳しいお話をお聞きしたいのでありますが，時間の

関係もございますから・いずれ知事さん方が私の県にもおいで

を願内ておりまするので，その機会に譲りまして，町村合併に

関して第一回の日仏知事会議でも議論になったわけであります

が，山形県の実情を若干この際申し上げて，御参考に供したら
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と思って瀞ります．

　山形県は，おいでにな∧た際に詳しぐ申し上げますが，従来，

市町村が220ほどございます。とれを合併するにつきまじて

は，非常に苦労いたしたわけであります。もちろんこれは各県

とも苦労をされたわけであカます。私の県kおきましても，住

民の合併に関する関心を高めるための運動，先ほどお話が〆 ｲざ

いましたが，市町村会議員の反対というものがやはり，日本に

帥ても非常に強かったわけでございます．そこで，市町村会

議員の説得というようなものに異常な精力を集中いたしまして，

合併というものが地方の自治体の発展上に，また地方における

経済の発展のために最も重要な事柄であるという認識を持たせ

ることに相当，精力を費したわけであります。この結果，220

ほどございました市町村が現在は，44くらいになったわけぞ

あります。したがって，5つの市町村が1つにな一たという計

算になるわけであります。

　山形県の場合には，ほかの県と違いまして，相当，大合併主

義をとりました。できるだけ多くの市町村を1つにまとめよう

という努力を払いましズ，全国におきましても，こID機会に大

きく合併をする，こういう方針をとりまして，大体220あり

ましたものが40幾つというととろに固まったわけでございま

す．もちろん，大きく合併をするということについて，一部議

論がないわけでもござ．いません。いまでもときたま住民から聞

くので馴⇔けれども・どうも昔の役場別まうがよかっ乏

要するに，役場と往民とがほんとうに肌を触れ合らていろいろ
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なことを頼みゃすかった，ととろが大きぐなると，非常に治役

所式になってきて，その点についてどうもぴったりこないとい

うような．，エモーショナルな考えというものも全然ないわけで

はござぽせん・しかし議終的に申はすと，やはり，大き

く合併をしたことによって個別的にいろいろな施設をする力が

ない者が，まとまった力でいろいろな仕事ができるという長所

がございまして，その長所が相当効果を発揮しておるので，合

併してよかったということが大体の空気でございます。

　それで現在，それだけの大合併主蓑をとって合併が一応，終

わったわけでありますが，やはり，それでも協力関係によって

処理しなぐちゃならぬという仕事が相当出てきております。た

とえて申しますと，清掃の関係，これはやはり，1市町村だけ

ではなくて，協力関係によ・って処理したほうがコストが安ぐ，

うまくいくという問題・あるいは病院の経齢んかもそういう

ものがござレパす’・とういう問題り・冷併をし札たけれども，

やはり・2・3の市町村が共伺をしてそういうものを処理して

いくということが並行的にいま行なわれて藩ります。

　現在の制度で吐，自発的にさらに関係の市町村が合併をしよ

うという場合には・それを合併させることができる法律制度に

なっておるわけですが，私が考えておりますのは，いま申し上

げましたように相当大きな意味においての合併，大きな規模に

⌒ての合併を完了いたして剖ますので，と治さらに合併

をさせるという考え方は私は持三で語り’ ﾜせん。つまり，合併

という問題を掘り出します乏’，非常に政治的なトラブルが多
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い問題です。その政治的左トラブルに住民が集中をしまして，

地域の発展というよう左ことに対するエネルギーが相当減らさ

れる，そういうマイナスをしてまで合併をさらに進めていくと

いうようなことは，決して適当ではないのじゃ．ないかという点

でジいまの程度の規模でもってこれから進めていきたい。そう

してさらに経済の発展に伴って共同処理をする必要のある問題

は，いま申しましたような共同処理方式でやっていくという形

が一番いいんじゃないかと私は思っております。

　それから，それに関連いたしまして，若干つけ加えますが，

結局，その自治体が住民と密接な関係を持って発展をはかると

いう観念からいきますと，規模の大きいだけが能ではなくて，

その間に意思の疎通が十分に行なわれるということが非常に重

要たことでありますから，これにはおのずから限界があると思

います。そこで経済の発展に伴＾て無限に，無限にというと語弊

がありますが，相当さらにさらに大きくするというようなこと

は，地方自治のたてまえから言いますと必ずしも，適当ではな

いのじゃないか，要するに，そヒには限界があるというふうに

思っております。

　そこで，この際お聞きいたしたいのでありますが，私，フラ

ンスにおじ牢まいたしましたが，その際にパリの問題の話に出

まして，パリはセーヌ県なんですが，これは府県の関係になり

ざすけれども，セー・県知事が・・リ市長という形になって編。

しかし，その一人でもって膨大なるパリの行政をやることは限

界があるというので，パリというものを7つか何かの県に分け
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るのだと，いうお話がありました。要するに，一人の能力の限界

というものがあるから，非常に大きな規模にな・ったものを一人

でやれ方んということはできないので，やはり，数百万という

入口に左れば，それを町村じゃありませんが’，府県の場合でも

7つくらいに分割をするのだという考え方の提起があらたと思

いますが，その問題がどうなったかをひとつ参考に聞かしてい

ただきたいと思いますρ

○　シュミット知事

　安孫子さんが2年前にフランスでお聞きになりましたパリ地

域に関する計画と申しますのは，現在ではすでに現実のものと

なっております。まずセーヌ県及びセーヌ・エ・オワーズ県，

セーヌ・エ・マルヌ県の5つの県からその知事の役職を委任さ

れるという高級知事といいますか，その上の知事が任命されて

おりまして，また一方，パリ地域の新しい県というものの行政

組織というものは，いまや完成レた形でつくられているわけで

あります。そうしていまから2週間ほど前にとの新しい県に来

ける県議会議員選挙がありまして，県議会がすでに構成されて

おります。そうルて1968年，来年の1月1日をもちまして

パリの古い5県はなくな内て，新しい7つの県になるわけでご

ざい’ます。

○　安孫子知事

　ありがとうございました。

　それで・私がいままで，パリの問題は別にいたしまして，町

村合併について私どものやったこと，また私の現在考えており
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ますことを申し上げたわけですが，これに関して何か御質問が

ございましたら，ひとつi湊慮なしにお尋ねいただきたいと思い

ます。

○　シュミット知事

　まず最初に，この220の市町村を44にまでされたという

のは，何年間かか・「てされたかということをお聞きしたい。

　それからもうひとつの質問は．，先ほど安孫子さんかちの御説明

では，フランスと同様にやはり，市町村合併に関しては地方議

員の間に非常に強い抵抗もあのたというお話でありまず。また

その抵抗に対して住民の関心を高める之どによって市町村合併

　　　　　　　　　　　　　　　　　　1が可能にされた，そうして市町村の数を一にされたということ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　5
でありますけれども，このように住民の関心を高めるためにど

のような手段をとられたか，フランスではまだよくどういう手

段をとっていいのかわかっておりまぜんので，ぜひお教えいた

だきたいと思います。

○安孫子知事

　これは大体2年ないし3年で完了いたし書した。”しかし，ほ

んとうにもつれた問題が10幾つあっだわけです。それを根本

的に解決するためには，合わせますとやはり，4年かかってお

ると思います．これがどうしても話がつかぬ場合には住民投票

まで持ちこんだ問題が1件ございます。ほとんど全部完了する

までに大体，4年半はかかっておるという状況です。しかし』 C

おおむねは大体2年ないし3年で終わっておりまナ。

　それから宣伝・啓蒙の問題ですが，おそらくこれは各県とボ
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同様だと思いますが，県に市町村合併を進めるための推進本部

というもρをつくりまして，関係機関それか．ら新聞等の報道機

関を全部入れまして，そうして町村合併が地域住民の生活の向

上や経済の発展のためにプラスなんだというととを一般的に啓

蒙をいたしたわけです・そのほか各市町村に県力潰陸まして，

市町村の有力者を集めて直接啓蒙をする。それから県の下部機

関でもって今度は市町村の中に部落というものがたぐさんある

のです，集落が。その集落に直接まいり書して，そうして住民

を集めて，合併することの是なるゆえんを啓蒙するというよう

なごとを相当辛抱強く積み重ねていった。それ以外に一刀両断

でうまぐ問題を解決するというととはありませんので，要する

に説得また説得，こういう努力を重ねたというととだと思いま

す。

それか Dらもう一つつけ加え曾と・そういう宣伝・醸とあ

わせまして，この地方の住民が非常に望んでおるような仕事を

特に，合併をやろうというところに県が主力を置いて問題を解

決して，そういう事業の実施をさせてやる。あるいは国にお・き

古しても・合併が円滑にいく，まと宣るところにはそういう仕

事をやっぞいる・合併願対している、よう、なとζうにはあ勒

やらない・卒直時いますと・合併の気運力・相当酬方と⊂ろ

には大いに仕事を実現するように援助してやるというような手

段もあわせ講じているわけです。

○　シュミット知事

　まず最初に，安孫子さんは非常に巧妙に市町村合併の施策を
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成功されたということに対して，お祝いのことげを述べたいと

思います。

　しかし，フランスにおきましても，この問題に対して住民の

関心を強めるということには，特別の努力をしておりましで，

ただいま見せておりました雑誌，これを知事のほうで発行いた

しまして；そのようなわけで市町村合併が住民の生活にとって

有利であるかということを非常に意を尽くして説明しているわ

けであります。

　ところでまたもう一つ御質問でありまして，これはもしかし

たらちょっと微妙な御・質問であるかもしれませんけれども，フ

ランスでは先ほど申し上げ書したように，布町村合併に対して

は，確かに地方議員が大きな障害にな吟たわけですが，それよ

りもさらに大きな困難をもたらしたのは，国会議員の態度であ

ったわけです。国会諜員が市町村合併に対する反対の動きを指

導したということがむしろ，言えると思いますが，山形県

の場合はそういう方面ではいかがなものでありましたでし

ようか。

○　安孫子知事

　もちろん，国会議員も利害関係が選挙区の関係で，あるいは

選挙地盤の関係で輻榛しますから，相当猛烈な反対をした方も

あります。あるいはまた有利だと考えれば賛成する方もあるわ

けです。それは全部そろって反対というごとはなかったと思い

ます。そとでその問題が非常にこじれまして，最後に住民投票

にまで持ち込まなければならないというような事態が発生した
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のはそういう関係が相当あります。そういう問題が確かにあり

ました。

○　シュミット知事

　フランスにおきまして，それではどのような形で市町村合併

を宣伝したかということをひとつふたつ御説明いたしたいと思

います。

　まず一つの方向としてやりましたことは，各県全県からそれ

ぞれの市町村代表をパリに招き書して，それぞれの県の知事さ

んがついてパリへ上京したわけであ珍ます。そうして，そこで

まず内務大臣に会う，また種々の後援会などに招いて，市町村

合併の利点を説明されたわけです。このようにして1年間には

フランス申の県から毎回各県40～50人ずつの市町村長をパ1

りに招いてそういう会合を開いたわけです。このようにしまし

てパリでいろいろ説明を受けた市町村長は大体，市町村合併の

有利な点を理解してパリを離れるわけですが、しかし，一度自

分の市町村へ帰りますと，そこでたとえば県会議員あるいは国

会議員という自分よりも上の人々からの反対にぶつかって，多

くの困難を感ずるというととになるわけです。

　それからもう一つフランスでとられました方法というのは，

先ほど安孫子さんがおっしゃられたことに非常に似ているので

すが．布町村合併をしようという市町村に対して．ほかの市町

村よりも多くの財政的援助を与える，このようにして，もし市

町村谷併をしようというなら守，財政援助を与えるというふう

に見せるわけです。しかし，そのように種々の方法でフランス
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でも市町村合併の利点というものを宣伝してきたわけですが，

いまのとごろ合併というのはすでにされてしま吟たというふう

に思われているわけでありまして，今後さらにそういう合併を

推進していくためには，何らかの新しい方法をとって，この合

併0利点というものを見せていかなければならない，こういう

ふうに私たちは考えております。

○　議　長

　どうもありがとうございました。それではこの問題につきま

しては，他の知事さん方よりもそれぞれ御意見のあることと思

いますが，先ほど安孫子知事さんのお話がありましたように，

フランスゐ知事さんがご視察にまいりまするその土地その‘土地

で実情に即して，なおこの問題については御研究たり御討議を

いただくととにいたしまして，次の問題に移りた’ ｢と思います。
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都市開発の推進（首都圏整備問題）

○　議　長

　第2の議題は都市開発推進でございますが，との場合，首都

圏整備委員会の鶴海事務局長さんが来ておられますので，この

問題について御説明いただきたいと思います。

○　鶴海首都圏整備委員会事務局長

　首都圏整備委員会の鶴海でございます。きょうは首都圏整備

に関し古す基本的な考え方につきまして，概略をお話申し上げ

たいと思います。

　わが国におきます急激な産業構造の変化は，首都及びその周

辺部に鉛きまず急激な入口増を生んでおりまして，各種の問題

を投げかけております。

　わが国におきます最近の産業構造別就業者数の推移を見ます

と，1955年に赴きましては，第1次産業の就i業者数は，全

就業者数に対します比率が41％であったのでございますが，

10年後の196□5年には24．7％に低下いたしまして，産業

構造は世界に例を見ない早さで変化して溢ります。このことは

都市化現象の急激な進展をもたらしておる次第でございます。

しかも，この傾向は今後もさらに持続いたしまして，20年後

の1985年におき誉しては，第1次産業就労者数は全就業者

数の10％程度になるものというふうに推定されております。

そうしてこの傾向は東京都の周辺部におきましては，一そう急

激に進んでおります。埼玉，神奈川，千葉のろ県に溢き言して
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は，1955年に鉛きまして第1次産業就業者の全就業者に対

する比率は5a1％であったのでありますが，この10年後の

1965年には1a2％に低下しており，さらに20年後の

1985年に拾きましては，わずかに4～5％程度になる〉もの

というふうに推定されております。

　1960年から1965年にかけての5年間の東京を中心と

いたしました50キロの圏内人口は，1，655万人から1，955

万人にふえ，その間に論きます人口の増は520万人，人口の

増加率にいたしまして約20％の高率を示しておりまして，同

じ時期におきます日本全体の人口の増加率が約5％であピ・たの

に比べまして，その高率を知ることができるわけであります。

　この時期におきまして，地域の中心であります東京区部の人

口は，851万入から889万人にふえまして，その人ロ増加

率はその前の5年間におきます1兄2％の増から約7％増と次

第に停滞気味になっておりますが，このことからも，首都はそ

の周辺部に向かって急激な膨脹を行なっておるということがわ

かるわけでございます。

　いまから20年前，首都周辺の郊外は都心から半径10キロ

左いし15キロの範囲に展開していましたが，現在においては，

住宅を建てることができる土地は都心から20キロないしは30

キロのところでも探し求めるととがますます困難になりつつあ

ります。

　首都周辺における．交通機関の発達と国民所得の増大は，人口

の圧力を受けて都市の広がりを距離にいたしまして20年間に
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2倍ないし3倍の広さに広げたということができると思います。

　ところで，首都周辺部の人口密度は1ヘクタール当たり15

人・東京区部の人口密度は1ヘクタール当たり170入である

ことを思いあわせますと，周辺地区においてはいわゆるスプロ

ール現象が広範に行なわれていると広うことがわかるのであり

ます。一

　この地域はまた，かって首都への疏菜供給圏としても，良好

な農地を有していたのでありますが，市街地の蚕食によりまし

てその効力を減退しつつあるとともに，急激な市街化は市街地

としても良好なものとはいえないまま展開しているのでありま

す。

　そこでこの人［コ圧力を緩和いたしますとともに，日本の均衡

ある発展をはかるために，首都圏以外の地方に新産業都市，地

方拠点都市等を育成するとともに，首都及びその周辺に集結し

ておる，もしくは今後とも集結を予測される機能を，さらに地

域を拡大して再編成することが必要となっているのでございま

す。またこの地域の拡大及び再編成に当たりまして各種の混乱，

無駄を排除いたしまして，秩序立てるための計画が必要であり

書して，地域内の士地利用の新旧交代に当たって起きる無秩序

化，混乱を防ぐためにも広域な首都計画が必要なのでございま

す。

　われわれは首都及びその周辺の再編成を行なうにあたって必

要な範囲といた’しまして・首都の都心から，半径約120キ。

メーターないしは150キロメーターの地域を首都圏の区
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域といたしております。この圏内には東京都，埼玉県，神奈川．

県，千葉県，茨城県，栃木県，群馬県及び山梨県の1都7県が

含まれており書して，その面積は56540平方キロ、メートル

でございます。

　この範囲は1日の活動圏の区域でございまして，道路の整備

と相侯って，自動車で東京都区部から2時間内外で到達し得る

区域でありまして，朝，仕事に出て夜帰ってこれる区域“ピト．ラ

ックが1日で往復して仕事をしてくるこ．とができる区域でござ

います。現在，この区域の中に2，㌧50万．入の人口が住んでお

ります、．首都圏計画は，この区域の中を5つに区分して考えて

おります。

　その第一の地域は，都心から半径にして15キロ内外の区域

でありまして，われわれはこの区域を既成市街と呼んでおりま

す。この区域の中には，東京，横浜といった既成の大都市が入

っておりまして，1965年の人口は，1，205万人で，人口

密度はすでに1ヘクタール当たり170入に達して溢ります。

　この区域におきます人口増加は停滞気味でございまして，再

開発その他によ・（て土地柄の変更を余儀なくされてキリます。

将来は調在∵昧駅を中心に駆キ゜メータ㍉長さ只゜

にわたりまして展開しております都心機能がさらに膨脹してい

ぐにあたりまして，既成市街地の区域内で都心，副都心，流通

セン I一等の市街地の核となるべき地区を体系的に配置し，多

心型都市構成にすることにょりまして，巨大化した都市の構造

を再編成するとともに，将来の首都圏の都心区域を構成するこ
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とを構想いたして論ります。また一方，この区域への人口の増

：加を抑制いたしますために，現在，この区域には工場，学校の

’新設を制限いだしております。

　『その第2の区域でございますが，これは既成市街地の周辺部

一で，都心から半径50キロメーター内の地帯で，1日生活圏を

ゴ構成する地域でございまして，われわれはこの地帯を近郊整備

地帯というふうに呼んでおカます。1日生活圏といいますのは

’東京の都心もしくは副都心への1時間通勤圏を確保し得る区域

でございまして，東京丁を中心とした都市機能の拡大とあわせて

．通勤住宅地を確保すべき区域でもあるわけでございます。

　首都圏の将来を考えますときに，この区域は既成市街地と一

体と紗まして’醐圏の市街化区域として連担市街地が拡大

してくる区域でもございます。現在におきましても人口増加は

この地域におきまして最も著しいのであ吻誉して，既成市街地

からはみ出してきた人ロが定着し，1960年から1965年

にかけまして563万人から769万入に増加いたしておりま

す。その人口増加率は約33％とおそるべきものが’ ｲざいまし

て・最も整備の急を要する地域でございます。しかし三入口密

度は1ヘクタール当たり15人ときわめて低く，将来の市街地

構成に当た＾ては，くさび型に近郊保全緑地を導入することに

よりまして，市街地の成型と環境あ保全をはかろうといたして

おりま・ず。’

　この地帯におきましては，既成市街地への1時閲通勤圏を確

保する区域として，大規模宏住宅団地を方向別に造成いたし書
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して，将来の市街地の成型化をはかるとともに，宅地需要に対

応せしめようといたして…bります。なお，この地帯内における

外周部，都心から40キロないし50キロの地点には，工業団

地等の開発を進めることによりまして，単なるベッドタウンと

しての開発にとどまることがないよう指導いたしておりまして，

これにょ一て既成市街の土地利用の純化をはかり，その再編成

の促進に寄与せしめたいと考えております。

　次に第3の区域でございます。これは都心から50キロメー

ターないレ150キロメーターの区域でζざいまして・この区

域内の入口は1960年におきまして745万人，19．65年

には742万人となっておりまして，現在，人口の増減は停滞

気味でございます。

　概して，これらの区域から既成市街地もしくは近郊整備地帯

への人口流動は著しくござい書して，これらの人口の定着を確

保するため，お鉛むね東京の都心から50キロメーターないし

100キロメーターの地域にあります既存の中都市の工業開発

を計画的に進め書して，これを拡大成長せしめ，人口吸引力の

ある都古をつくろうといたして溢ります。これらの計画的開発

を行なっている都市におきましては，その周辺地帯における人

口が滅少傾向を示しているにもかかわらず，人口増加率におい

てす、でに全国平均増加率を上回っております。

　わ．れわ力は，，とれらの都市を計画的に開発することによりま

して，既成市街地及び近郊整備地帯への人口の圧力を軽減する

ととに大きな期待を持って助まして・今後ますますその開発
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に力を入れることになろうと思っております。

　この地域で特筆すべきものといたしまして，現在，東京の東

北方60キロメーターのところに建設中の研究学園都市がござ

います。この予定地区は，現在，この地方における典型的な農

村地帯でございますが，東京に散在いたしております大学及び

国の研究機関を中心に，人口16万入の都市をつくろうとする

もので，現在，すでに土地の買収に入っておるわけであります。

　首都圏の整備を進めますためには，港湾及び道路網，鉄道網

についての十分な計画が必要であることは申すまでもございま

せん。大都市周辺部の港湾は，多機能化するとともに，多心型

を要求いたして鉛ります。東京湾に面し委して，大都市地域に

隣接いたしまして，7つの港湾がおおむね10キロメーター間

隔に整備され，首都圏の東方に新しぐ幾つかの工業港がつくら

れて，既存都市へのサービスとともに，背後に育成される都市

群に対するサービスも次第に改善されようとしております。

　また，道路，鉄道も高速化し竜して，既存の大都市と背後の

都市群とを結ぶことによ・つて，背後地の育成をはかる計画が進

められております。

　以上・述べ委したような方向で，現在，東京を中心といたし

ました首都圏内の整備は，政府関係各省，首都圏内の各地方公

共団体あるいは日本住宅公団，日本道路公団，首都高速道路公

団等の政府機関等の手によって進められておりますが，首都圏

整備委員会におきましては，さらに長期の展望のもとに，首都

圏整備のための基本計画の改定について検討を行方っており，
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近い将来において，よりよい計画の樹立を目ぎして努力してい

るところでございます。

　ありがとうございました。

○　議　長

　どうもありがとうございました1鶴海局長さんの御説明につ

きまして，フランスの知事さん方から御意見）ぼり御質問があり

ましたら，この際申し出ていただきたいと思います．宏お，質

問に対する御答弁には，さらに首都圏整備委員会から計画第1

部長の岩田可治さんが見えて助ますの’ ﾅ，適宜，部長さんか

らもお答えがあると存じます。御了’ ｳいただきたいと思います。

○　モロー知事

　ただいま鶴海さんから御意見を伺いまして，大体，フランス

は日本と似ているように思います。フランスの場合でも，日本

の首都圏整備計画でございますけれども，東京のそれと同じ高

さにあるわけでございますけれども，フランスにおきましては，

開発の問題につきましては，単に地方にとどまらず，国土全体

の開発整備，そういった点からわれわれは問題を検討しており

ます。

　それでは質問をいたしたいと思いますが，まず東京の首都圏

計画，これはどのような段階でどのようにして作成されたもの

かという点でございます。　　　　　’　　　こ

　それがさらに2つに分かれまして，ま『ず東京都，地方の行政

府はこの首都圏計画に対してどのよう’だ形で関与しているのか。

それからとの計画を推進している機関の構成はどのようになっ
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　　て㌶か以上の．点について伺いたいと思い、まか

　　＾○　鶴海首都、圏整備委、員会事務局長

　　潰都圏の難岬恒御鯛でござい才’すが・1父基本計

　　嘩いう鱗ござぽ司も力つは整備調というのがござ

　　います。

　　　基本計画といいますのは，相当長期にわたっての計画でござ

　　いまして，整備計画というほうはおおむね日’年ぐらいのもので

　　ございます。基本計画のほうはいまから8年くらい前につくら

　　れたものでございまして，これはすでに実情ピに合わなくなって

　　おりますので，改訂の作業をやって澄ります。整備計画のほう

　　にっきましては，これは3つの種類がございまして，1つは東

　　京，横浜既成市街地についてのものでございます。それから第

　　2は，その50キロメーター圏にっきましての近郊整備地帯の

　　計画でござ．います、。それから第5番はその周辺の区域に瀞きま

　　して，都市開発区域というのを現在，15確定いたして拾りま

　　すが，との区域の計画でござい璽す。これらの計画はいずれも，

　　首都圏整備委員．会において決定し書すけれども，この決定の段

　　階に溢きましては，関係の都及び県¢）計画当局と密接な連絡を

　　志りながら作成いたしますと同時に，決定の段階に赴きまして

　　は㍉首都圏整備塞議会の議を経て‡『ります。との首都圏整備審

．　　議会には関係の県の知事及び県譲会の議長さんが加わっており

　　書す。

　　○．モロー知事

　　　首都圏整備委員会の構成についてお尋ねしたのですが…・・。
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○　鶴海首都整備委員会事務局長

　首都圏整備委員会の構成について申し上げますと，首都圏整

備委員会は委員長と4人の委員で構成されております。委員長

は建設大臣がかねております。委員会の下に事務局が置かれて

おりまして，委員会の構成は1部と2部というふうに部が2つ

あります。

○　モロー知事

　事務局の場合ですが，この中には各省から出向されている方

がございますか。

○　鶴海首都圏整備委員会事務局長

　ほとんど全員，関係の各省から来ております。

○　モロー知事

　先ほど整備のことにつきまして，3っの段階に分かれて齢る

というお話がございましたが，この委員会そのものは，計画の

実施に当たりまして，直接にこれを監督する立場に，おのおの

の計画につきまして直接に監督する立場にございますか。

○　鶴海首都圏整備委員会事務局長

　首都圏整備委員会は計画をつくる官庁でございまして，事業

の実施は関係各省あるいは関係地方公共団体が行なうというた

てまえになっております。ただ，事業の実施につきまして，必

要があれば，首都圏整備委員会といたしまして，関係の長に対

して勧告をすることができるということになっております．

○　モロー知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
　そうしますと，計画の実現段階で，第一義的に責任を持って
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いるのは国であって・地方の公共団体ではたいということです

か。

○　鶴海首都圏整備委員会事務局長

　それぞれの担当の地方庁が実施につきましては責任を持って

やるということでございます。

○　モロー知事

　新しい周辺都市，新都市群でございますけれども，これの建

設というのは政府の手によって行なわれておるのでございます

が，そうしますと，そうやってできたものは新たな地方公共団

体に所属すべきものか・それとも既存の地方行政機関に所属す

るのか，どっちですか。

○　鶴海首都圏整備委員会事務局長

　区域の整備についてのお話と思いますが，とれにつきまして

は，整備の主体が主として工業開発に重きを置いてあるわけで

あります。先ほど御説明しました中に，研究学園都市につ

きましては・研究機関なり大学なりの整備，それ以外の都

市開発区域につきましては工業開発であ婦して，やってお

ります仕事はそれに必要な道路であるとか，下水であるとかそ

ういった公共施設，それと工業立地になります場所の開発でご

ざいます．したがいまして，でき上がるのはいろいろな種類が

ございまして，その種類によりまして，でき上がったもので帰

属がきまるわけでございます。たとえば国道というものができ

ますれば，これは国に帰属いたします。それから県道は県に所

属します。市町村道ができれば市町村に帰属する，それから開
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発された工業用地につきましては，最終的には工場に売却され

るということになるわけであります。

○　モロー知事

　新都市の問題なんですが，この行政的な帰属についてお尋ね

いたします。これはどの段階できまるのですか。

○　鶴海首都圏整備委員会事務局長

行政上の鰯の醜につ口し．ては職存の行、政区興応じ

てやって剖れて噺し端野やるい湯合でも・㌍
ために新しい行政組織をつくるということはいまのところ考え

て拾りません。

○　モロー知事

　もう1つ質問い充したいのでございますけれども・開発計画

は大集落と申します居住地区以外でも行なわれるのてすか。

○　鶴海首都圏整備委員会事務局長

　この地域の開発につ、きましては・現在‥のととろ大体・既

存の中都市に付置した姿で開発をやって鉛ります。ただ例外的

に新たにやって㌶パうものもζざ吋す・たとえば研究学

園都市など場合によってはそういうものもありますが，その大

部分は既存の都市を拡張していくという姿で行なわれて蛤りま

す。

○　シヤペル知事

　2点お尋ねいたします、

　まず最初は，先ほど．ちょっとお話が出ましたパリ地域の開発

計画及び再編成計画及びそれに伴うもろもろの大きな事業です

　　　　　　　　　　　　　一47－　　　　’



が，そういう設備について，その地方の住民に対して特別の税

金という，そういったシステムが東京の場合，東京都民に対し

てなされているかどうか，またはなされる予定であるのか，そ

うしてまたそれはどの程度であるのか，亡れが1つ。

　それからもう1つは，パリ地方では，新しい企業が経済活動

を始める，も凹 ｵくは拡大をするというような動きを抑制するよ

うな方法をとっております。逆にとれらの企業が地方分数を行

なう，後進地域に移る場合にはとれに対して財政的な援助をし

ていまナが，やはり，このような政策は日本でもとられている

かという2つをお伺いしたいと思います。

○　鶴海首都圏整備委員会事務局長

　第1の点ですが，わが国に齢いてはそういう制度はございま

せん。ただ都市につきまして施設をつぐるについての負担とい

うことで税金をかけられている都市計画税というのがございま

す・これは固定難税の㎡面以上とする額を市・附が弓ぬ

場合は都の区部につきまして行なわれております。

　第2の御質問でござい古すが，これにつきましては既成市街

地に立地する場合に，すぐに財政的な負担をかけるということ

はいたしておりませんが，原則といたしまして，工場の新設，

増設は禁止されております。

　また，工場等の分散につきましては，これもいろいろな施策

を講じておりますが，1つは，工場跡地の買い上げにつきまし

ての資金を用意いたして■ります。ところが東京都の場合で言

いますと，都が既成市街地の工場跡地を買い上げる場合には，
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国が資金の貸しつけを行なって拾ります。それからその他住宅

公団というのがござい含すが，住宅公団が工場跡地を買い上げ

て，ここに住宅を建てるという場合に，財政投融資でそれに必

要な資金を公団に流しております。それから金融上の措置とい

たしましては，東京から地方に移る工場に対しまして，政府が

出資いたしております日本開発銀行が特別に融資を行なうとい

うたてまえをとっております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
○　モロー知事

　ただいまたいへん興味のある御答弁をいただきまして，あり

がとうございました。会長さんに伺いますが，だいぶ時間が過

ぎておりますので，この辺で・・…。

○　議　長

　どうもありがとうございました。ただいまお・聞きのとおり，

だいぶ時間が過ぎましたので，この辺で一応，会議を閉じては

という御意見もござい含すので，これをもちまして午前の会議

は終わることにいたします。

　　　　　　　（午後零時15分休憩）

’
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地方公共団体の財源及び地方公共団体の
参加する国の事業の財源

○　議　長

　それでは，ただいまから午前に引き続きまして会議を再開い

たしますが，本日の最も重要な議題でありまする，いわゆる第

ろの議題でありまナ財源問題につきまして，ことに自治省の細

郷財政局長さんにおいでをいただいておりますので，まずもプ，

て細郷財政局長さんに御説明をお願いいたしたいと思います。

どうぞよろしくお願いいたします。

○　細郷道一財政局長

　ただいま御紹介いただき才した財政局長の細郷でございます。

　地方公共団体の財源問題及び地方公共団体の参加する国の事

業の財源問題について御説明をいたします。本論に入るに先立

ち才して・日本の経済と財政の現状，国家財政と地方財政の関

　　　　　　コ係及び地方財政の仕組みについて簡単に述べておきたいと思い

ます。そのととが提起されたテーマを理解する上で、よb便宜

であると考えるからであります。

　第1に経済と財政の問題でございます。1966年度の日本

経済は，積極的な財政政策の展開と民間の自律的回復力によ一、

て当初予想よりも早いテンポで上昇し，経済成長率は前年度対

比で実質8．7％（名目15．2％）の伸びを示すに至り書した。

196，7年度に溢いても・前年度の景気上昇のあとを受けて，

企業設備投資，在庫投資，個入消費支出等，国内需要の堅調が

予想され，鉱工業生産もかなりの伸びが見込まれております。
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しかし，他面，国際収支の面では輸出の伸びの鈍化，輸入の増

勢により先行きに楽観を許さない状況にございます。このよう

な経済情勢に対応して国家財政は，景気に対し中立的な立場を

堅持することとし，公債発行を伴う新しい財政政策の弾力的運

営の方向を確立する必要がありました。1967年度の国の予

算が，一般会計予算の規模を5兆円以下とし，公債の発行額は

aoOO億円を限度とすること等を基本方針としたのもそのた

めであります。一方，地方財政についても，毎年度政府（自治

省）が作成する地方財政計画は，国と同一の基調に立脚して策

定されております。政府（経済企画庁）は，毎年，国の予算編

成の前に「経済見通しと経済運営の基本的態度」を発表いたし

ますが，これに示されました1967年度の国民の総支出は40

兆9500億円であります。さきの景気引き締め基調によって

編成された国の一般会計予算4兆9509億円は国民総支出に

対し12．1％にあたり，地方財政計画の規模4兆ス7↑4億円

は11．7％にあたのております。ちなみに，輸出の振興とか社

会資本の強化のために出資，融資されるいわゆる財政投融資の

規模は2兆3，884億円であり，これは国民総支出に対し5．8、

％にあたっております。

　第2に国家財政と地方財政との関係について述べます。国と

地方団体はともに国民の福祉を増進することを窮極の目的とし

財政上の密接なつながりによってその行政活動を行なっており

ます。そこで次に国家財政と鑓方財政の関係についてながめて

みます。1965年度歳出決算によれば，国の…般会計は5兆
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a885億円，地方団体の普通会計は4兆5651億円となっ

て論ります。国と地方団体の相互重複額を控除したいわゆる純

計規模の比較をするために，まず国から地方に支出する地方交

付税，，地方譲与税及び国庫支出金，とれらの額は総額で1兆a

851億円であります．それを国の一般会計から控除し，次に

地方から国に支出する国の直轄事業に対する負担金等を地方の

普通会計から控除してみますと，国は2兆52億円，地方は4

兆2，959億円，合計6兆5011億円となります。その歳出

の純計額に占めます割合は，国が3t8％，地方が68．2％で

あります。さらに，国と地方の財政関係を租税の収入面から見

てまいりますと，まず，国税（3兆2，796億円）と地方税（1

兆5494億円）の収入割合は6Z9％と52．7％となってお

り，さきと同様に，国から地方に，地方から国への交付額をそ

れぞれ考慮したいわゆる実質的な分配を見ますと，国が／兆4

65ア億円で5α4％，地方が5兆ろ，655億円で6気6％と

いう関係になっております。とれらをきわめて大ざっぱな見方

をしてみますと，最初に掲げた行政活動の実質的負担は，国が

30％，地方団体が70％であるのに，その祖税収入は国が70

％であるのに，その租税収入は国が70％，地方団体が50％

と逆の関係にあるということであります。もとより，地方交付

税は，地方税収入の少ない地方団体に交付されるものでありま

して，地方税と並んで地方自主財源を構成しているのでありま

すが，国庫支出金が多額にのぼっていること，行政事務が十分

に地方に移譲されていないとと等をめぐってな拾解決すべき問
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題は残されております．今日，国，地方を通ずる行政事務の再

配分とこれらに対応する財源措置について種々検討が加えられ，

数次にわたる地方制度調査会の答申が行なわれているのもとれ，

らの問題に取り組んでおるためであります。

　第5に地方財政の仕組みについて申し上げます。地方団体の

行政行動を地方財政の仕組みを’ ﾊじてもう少しく中身を見てみ

ますと，国も地方、その行政活動は議会の議決を経た予算にょ

ひてあらわされるのであります。したがって．ある年度の日本

の地方財政を知ろうとする場合には個々の地方団体の予算ある

いはその結果としての決算を集積し左ければなりません。決算

については現在のところ1965年度のものがすでにまとめち

れておりますが、1967年度の予算をまとめたものは現在ご

ざいません。そこで最も新しい年度の地方財政という場合には，

どうしても政府が毎年度作成する「地方財政計画」によらざる

を得ません。1967年度地方財政計画に掲げる歳入歳出額，

4兆7714億円の構成を通じてその仕組みを見てみたいと思

います。地方財政計画は，経済見通し、国家財政の内容及び地

方財政需要等いろいろのデータを基礎として作成されておりま

して．これらに対する財源の状況を明らかにしたものであbま

す。地方団体間の相互重複額等を控除したいわゆる純計額とし

てのものであるため．実際の予算または決算額工りも下回っで

いるのが通例であります。

　そこで地方財政の仕組みのうち、まず歳入にっいて見てまい

ります。個々‘の地方団体の歳入の構成割合に差があるのは1当然
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のことでありますが．全体としてながめた地方財政について見

てまいりますと、歳入の中で最も大きなものは地方税（1兆g

206億円、構成比にいたしまして4α6％）であります．こ

れが一番大きいものであります。とれは地方団体がその地域内

における所得．財産、消費等に対して．たとえば住民税、事業

税．固定資産税等の直接税として．あるいは料理飲食等消費税．

電気ガス税．たばと消費税等の間接税として徴収するものであ

ります。地方税のほかに．道路整備財源としての地方道路譲与

税を中心とする地方譲与税（682億円．1．4％）であり，ます。

1967年度限りの臨時的措置として交付される臨時地方財政

交付金｛120億円，0．3％）及び後述する地方交付税（ag

21億円・18．7％）があり．いずれも国の財政の中から支出

され・一定のルールに従って地方団体に交付されております。

次に国庫支出金は1兆3．ブ58億円．28．8％にのぼっており

ますが、これはたとえば．義務教育職員の給与費．生活保護費．

道路．河川、住宅，学校等の整備に充てる公共事業費，災害復

旧事業費．失業対策事業費等の財源に充てるために、国庫から

地方団体に支出されるものであります。国庫支出金の基礎につ

いては地方財政法に定められ．その具体的な支出の割合あ、るい

は支出の対象等についてはそれぞれの法律．政令等によって定

められております。次に地方債でありますが・2，ろ01億円、

4．8％を占めております地方債は．地方団体が公共または公用

施設の建設費あるいは災害復旧事業費等の財源に充てるため

に発行する長期的な借入金であります。地方債を起こす場合に
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は国の許可を必要としております。次に使用料．手数料及び雑

収入．これらは2，726億円、57％にのぼ＾ておりますが・

たとえば，高等学校の授業料、戸籍手数料、財産の売払い代金

等であります。一般的にその使途は特定されておりませんが・
　　　　　　　　（
雑多な収入源であるために安定的なものとは言えません。

　次に歳出について見てまいりたいと思います。歳出の分類に

は行政の目的によるもの、すなわち目的別分類もございますが、

ここでは．経費の性質別分類に従ってその構成等を見ることに

いたします。歳出の中で大きなものは給与関係費（1兆6528

億円、34．6％）であ吻ます。地方団体の職員等に対する給与

でありますが，職員の中には．小学校，中学校．高等学校の教

員．警察官．消防職員等が含まれております。義務的な経費で

ありますために．財政的には弾力性に乏しく、地方財政を硬直

化させるものであります。次に一般行政経費でございます。

5㌧801億円．20．6％でありますが．これは生活保護者に対

する扶助費，農業、商工、労働等に対する補助交付金あるいは

物件費等の管理的経費であり’ます。次は公債費でありますが、

1、752億円．5．6％を占めておりますが、これは過去に発行

された地方債の元利償還金であります。維持補修費（1，142

億円，2．4％）．とれは道路．庁舎等の公共または公用施設を

維持するための砂利散布、補修等のための経費であります。次

に投資的経費についてであります。1兆8，255億円．ろ8．2

％にのぼっておりますが．これは道路．学校、河川、住宅等の

建設費及び災害復旧事業費であります。公共投資の拡大に伴い
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策定されております長期計画とその財源問題については後に触’

れることといたします。．以上が地方財政の歳入歳出を性質別

分類によってながめたものであります。歳出を．議会費．総務

費，民生費，商工費、土木費等々．その行政の目的別分類によ

ってながめることも必要なことであります。それについては割

愛をいたしますが，資料の5番を御参照いただきたいと思いま

す。

　第二に地方公共団体の財源問題であります。国民の租税負担

の約70％を国が徴収し．約50％を地方が徴収することから．

実質的財政需要に応ずるため国は地方に対し、地方交付税．国

庫補助負担金を支出いたして澄ります。なかでも地方交付税制

度は、国．地方の財政のバランスを保つ上で大きな役割を果し

てお・ります。また．1966年度．国が公債政策を導入したこ

とによって地方財政．特に地方交付秒総額に少宏からぬ影響を

与えているととはいなめないといたしましても、次に述べるよ

うなこの制度本来の機能は十分地方財政に寄与しているものと

考えられます。すなわち．1950年、いわゆるシャウブ勧告

により・地方交付税制度の前身である地方財政平衡交付金制度

が発足をいたしました。この制度はまず、その総額を各地方団

体の需要と収入とを合理的に算定した結果生ずる不足額の合計

額とし、その配分は個々の地方団体の基準財政需要額に対して

その基準財政収入額が不足する額を基礎とするものでありまし

た・地方団体の基準財政需要額の算定は国の求めております行

政の水準を基礎として行ない．基準財政収入額は地方税収入を
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合理的に算定するものであります。したがってこの制度は単に

地方税収入の少ない地方団体に国から財源を交付するというだ

けでなく．国の意図する行政水準を行なうに必要な財源を保障

するという制度であります。しかし．その総額の算定をめ．ぐる

国と地方団体との間の争いが絶えなかったので，1954年に

到．’ ｻの安定化を図るため．国税5税酷人税所得税及、び

酒税）の一定割合（現在52％）をもって総額とすることとし．

名称を地方交付税と改めたのでありますが．その配分方法と思

想については地方財政平衡交付金制度を踏襲しておるのであり

ます。配分方式としての基準財政需要額は地方団体が一定の行

政水準を維持するために必要とする国庫支出金等を除いた一般

財源としての需要であり．基準財政収入額は需要に対応した標

準的な地方税収入額であります。ともにあるべき需要、収入を

算定し、需要が収入を上回る場合に，普通交付税、これは交付

税総額の94％であり．残りの6％は特別の事情を考慮して交

付される特別交付税であります。その普通交付税として交付さ

れ．るものであります。つまり・．交付税は需要から収入を差し引

いたものでありまして、この方式から逆に需要は交付税と税収

入を加えたものということになるわけであります。こり．ことは．

言いかえれば．国民が望んでおります行政水準あるいはサービ

スのための財政需要が．地方交付税及び地方税等の収入によっ

て保障されているかどうかの判断を示す役割をも果たしている

というととが言えるのであります。しかしながら、．地方団体の

財源は、地方税．地方譲与税のほか．地方交付税を主とすべき
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’でありますが，現実には．国庫支出金にその多くを求めて澄り

ます。国庫支出金は．公共事業等に対する国の負担分として多

額に支出されております。国庫支出金をめぐって．地方団体と

国との間に毎年折衝が繰り返されております。特に公共事業費

の国庫支出金は住民へのサごビスに影響いだしますので、地方

団体はその交付について大きな関心を持っております。国魔支

出金を今後どのようにするかは地方団体の立場から見ていろい

ろ問題があります。その上国庫支出金が現実の単価に比して低

賊めに姉団体は，持．ち出しぽわゆる超過負劇を余鰍

くされているのでその改善が現在の急務となっております。

　第三番目に地方団体の参加する国の事業の財源問題について’

申・し上げます。

　一つは行政事務の分担と経費の負担区分についてであります。

国と地方団体が分担する行政事務の分野はその性格．規模の差

に応じて異なっております。すなわち．国は．立法，司法．外

交．防衛など事務の性質上地方団体が処理するととが適当でな

いものを処理するほか．国全体を通じて統一的に処理する必要

がある事務．企画的な事務，あるいは高度の技術を要し、巨額

な財政負担を伴うような事業を行なっております。これに対し．

地方団体は．主として国民の日常生活に密着した分野の行政を

担当しております。都道府県は比較的規模の大きい広域的な行

政を、市町村は基礎的な住民生活に密着したサービス行政をそ

れぞれ分担しているのであります。行政事務の配分に応じた現

行の財源配分はすでに述べたととろでありますが．国．地方の
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行政事務の分担に対応する経費の負担区分については．地方財

政法において・その原則が次のように定められてお0ます。地

方団体またはその機関が行なっている事務に要する経費は，全

額地方団体が負担する。ただその例外として，次のような事務

に限っては国はその経費の全部または一部を負担することとし・

ております。

　その（1）は，法令に基づいて実施しなければならない国と地方

団体相互の利害に関係のある事務のうち、その円滑な運営を期

するために、国が進んで経費を負担する必要のある経費であり

ます。たとえば義務教育費であるとかあるいぱ生活保護費等

であります。

　第②は．国民経済に適合するように総合的に樹立された計画

に従．「て．実施しなければならない法律または政令で定める土

木．その他の建設事業に要する経費（公共事業費．失業対策事

業費等）であります。

　第⑤は．災害にかかる事務で一般財源にょってはまかたい切

れないものに要する経費（土木．農林水産業の災害復旧事業費

等）であります。

　第ωは、もゾ，ばら国の利害に関係のある事務を行なうために

要する経費（国会議員の選挙．国の統計事務等）であります。

　以上のような負担区分に基づきまして、国は地方団体に対し、

国庫補助負担金としての支出を行なっております。いま述べま

した川は，いわゆる一般行政費に対するものであり．第②は公

共事業費に対するものであり・第㈲は災害復旧事業費に対する
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負担金であります。④はいわゆる委託費であります。ほかに，

国がその施策を行なうためまたは地方団体の財政上のため特別

に必要とする場合のいわゆる奨励的，財政援助的補助金がござ

います。いずれにしても．本問の地方団体の参加する国の事業

といえば．主として前記俗の事業の範囲に属するものと思われ

ます。ただ国の事業といらても．国が直接実施するいわゆる直

轄事業を除いては．ほとんどが地方団体がその事業主体であり

ます。しかし．最近の日本経済が一方において高度成長、他方

において社会資本の立ちおくれという現象を呈していることか

ら．国は国家的見地から各種の長期計画を策定し．国、地方の

別に事業主体とその財源分担を定め公共投資の積極的な増加を

はかることとしております。したがってことではその長期計画

に基づく地方団体の財政問題について述べてみることといたし

ます。

　そこで長期計画と財源との関係でございます。

　まず第1は道路整備5力年計画であります。日本の道路整備

状況が先進国に比べて劣悪であることはその舗装率，改良率等

から見ても明らかであります。1966年版のIRF統計が示

すフランスの舗装率が55、0％であるのに対し．日本はわずか

75％にすぎないのであります。とのため、第4次計画に引き

続き第5次計画としての道路整備5力年計画が策定され．さら

に一層その増大がぱかられようとしております。この第5次計

画は・1967年度から1971年度までの5力年間で．その

総額は6兆6，000億円（第4次5力年計画は4兆1，DOO億

　　　　　　　　　　　　一60一



円）であります。事業主体は．直轄事業にあっては国．有料道

路にあっては公団でありますが．他はほとんどが地方団体であ

りまず。地方団体は国の負担金を伴う公共事業のほかに、1兆

1，000億円（第4次計画では8，000億円）の膨大な単独事

業をかかえております。いずれにレても．この計画を実施する

ためには．国．地方の負担分をきめておく必要がございますが．

第5次計画はまだ具体的にきまっておりません。第4次計画（4

兆1，00C億円）．それによりますれば，国費は1兆7、478

億円・，地方費は1兆4406億円．財政投融資9、116億円と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ’定められて剖まして・この害胎から推計しても第5次計画の

地方費・はきわめで多額のものとなると考えられます。もとより，

道路整備のための目的財源としてガソリン税等の財源が充てら

れております。その税率は．ガソリン税にあっては．1キロリ

ットル当たり．国が2万4千500円．地方が4．400円．石

油ガス税にあっては1キログラム当たりが1〔1円でその収入を

国、地方が折半をしております。また．軽油引取税は1キロリ

ヅトル当たり1万5，000円ですべて地方団体の分となってお

ります。しかし．これらの国．地方の収入額を1967年度に

っいてみれば・国の5507億円（ガソリン税が3，262億円．

石油ガス税が45億円）でありますが．それに対しまして、地

方は国の半分以下の1．491億円｛ガソリン税591億円．石

油ガス税45億円、そのほか軽油引取税855億円）でありま

す。他の長期計画においてもそうでありますが．特にその規模

が大きく1国家的事業の色彩がきわめて強い道路整備にあって
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は・国・地方を通ずる目的財源の配分を是正すべきであるとの

主張が地方団体側からただいまなされております。

　次は、港湾の整備5力年計画につ’いてであります。現行計画

は1965年に定められたもので・期間は1965年度から

1969年度まで．総額は5500億円であ唄ます。うち、地

方団体の財源負担分は・単独事業分の650億円と港湾管理者

分の1・769億円が予定されて助ます．また1967年度に

おいて予定される地方負担額は506億円であり．これには

156億円の地方債が充てられることになっております。

　5番目ぱ、治山治水整備5力年計画であります。港湾と同様

に．1965年に定められております。その総額は、治山にあ

っては1．870億円（うち地方負担分は504億円）・治水に

あってはf兆1、ono億円（うち地方負担分は公共2，274億

円．単独1，150億円）であります。1967年度の地方負担

は．治山で102億円，治水で718億円と予定され．治水と

しての河川、砂防に対し154億円、治山に対し28億円の地

方債を充てるととといたしております。

　4番目に下水道整備及び清掃施設整備の5力年計画について

であります。国民の生活に密着した下水道等の生活環境施設は．

さきの道路と同様．先進諸国に比べて著しく劣っております。

たとえば．1962年末の公共下水道の市街地面積に対する普

及率は16％にしかすぎません．そとで．政府においては．

1967年，それまでの長期計画を改め．同年度から始まる新

計画としての清掃施設整備5力年計画1，550億円（コミュニ
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ティプラント160億円．し尿処理施設480億円、ごみ処理

施設690億円）を，下水道整備5力年計画g500億円（管

路に対して6，800億円．終末処理施設について2・200億円・

予備費500億円）をそれぞれ定めたのであります。この計画

に基づく国．地方の財源負担分は未定でありますが・いずれに

してもこれまでの実績から見て地方団体の負担分は相当額にの

ぼるものと考えられます。1967年度の公共下水道について

みても．その事業費1，157億円のうち924億円は地方負担

であり、その財源措置として528億円の地方債が予定されて

おります。以上が長期計画でありますが．公共投資を充実し．

住民の要望にこたえるために．国及び地方団体がそれぞれの長

期計画を樹立し．それに基づいて積極的に事業を執行すること

はきわめて必要なことであります。しかし，これを円滑に実施

するためには．国，地方の事業量に応じた適切な財源配分が必

要であります。またさきに述べました，ようないわゆる超過負担

を解消することも必要であると思われます。

　以上でございます。（．拍手1

0　議　長

　どうもありがとうございました。ただいまお聞き及びのとお

り．細郷財政局長の地方財政の財源問題についての御説明でご

ざいますが・この御説靴つ担して・ランスの知事さん側か

ら何か御意見なり、御質問がありますればお述べをいただきた

いと思います。

○　シヤペル知事
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　それでは特にコレーズ県知事のプランさんから御質問があり

ます。

○　プラン知事

　それではまず財政問題というものが非常に特別なむずかしい

ものを含んでいるということを考慮しまして，質問をさせてい

ただくというよりも．むしろここでいろいろ取り上げられまし

た種々の問題につきまして，フランスでどのような形で解決さ

れているかというようなことをお話したほうがよろしいのでは

ないかと考えます。

　まず最初に．いろいろ別の国の国家財政というものを比較す

るというのは非常にむずかしい点があるということを申し上げ

たいと存じます。またただ一つの国の中にありましても．国家

と地方公共団体の財政というものを比較するのは非常にむずか

しいことであります。しかし．細郷氏の御報告によりまして．

このように深く2力国の間の財政問題というものを比較するこ

とが可能にされたと考えてお・ります。フランスにおきまして．

国家財政と地方財政ということを此較するととが特に問題とさ

れておりますのは．なぜかと申しますと，それは先ほど議題と

なりました．市町村合併ということの問題が行政上の問題であ

るとか政治的な問題であるということよりも，まず経済的な問

題であると考えられているからであります。地方公共団体の必

要とする経費またそれによン・て得られる効率．そういうものは

地方公共団体の大きさによって非常に変化があるわけでありま

す．それは単に公共団体に対してのみ起こっている問題ではな
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ぐ，民間の企業に対しても同様の問題が起こっておりまして，

それであるからこそ民間企業の問の合併という現象が起こって

いるわけであります。それでは細郷さんの御報告にあります順

位を大体追いまして，フランスにおいてそれに関係のある幾っ

かの数字を申し．上げてみたいと存じます。この場合，まずこの

数字は1965年に関するものでありまして，また数字は100

万新フランを単位としております。民間的消費すべてに関して

申しますと，フランスにおける地方公共団体の支出というもの

は国のそれに対して約半分であると申し上げることができます。

しかし，この民間支出全体のうちで運営的支出というものは国

家の歳出のうち約15％となっております。しかし，一方国家

の設備的支出のうち，地方公共団体のために行なわれる支出と

いう．ものは60％から65％にのぼっております。それでは次

に歳入のほうにつきまして簡単に御説明いたしたいと思います。

まず税金による収入でございますが，すべての税金を一つとし

て考えた場合，培方公共団体はそのうちの14％を地方団体が

受け取るわけです。その税金の支出のうちには直接税というも

のをまずみなければならないわけでございますが、これは地方

公共団体のこれに占める分は約7％であります。一方間接税，

おもに消費税でありますが，これは税収入のうちの約16％を

占めております。まず日本とフランスの間における，この財政

問題の比較の困難さということを先ほど申し上げたわけでござ

いますけれども，それについて，たとえば先ほどの細郷さんの

御報告によりますと，日本でぱ国家が大体税収入の70％を受
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け取るというピとでございましたが，フランスではその割合は

大体73％どなっておりまナ。それに対して先ほどの御報告に

よりますと，国家は種々の事務のうち約50％を直接扱うとい
　　　　　　　　　　ぴ
うお話でございましで，つまり国家の歳出というのは全体の約

50％になるというお話でございましだけれども，フランスに

おいては，この割合は約50％でございます。このように，ま

ず幾つかの根本的な数字をあげることができると思います。そ

れではまた比較を続けさせていただきまして，フランスにおけ

る地方公共団体，すなわち県及び市町村を含むわけでございま

すけれども，これの歳入の構成でございますけれども，大体大

きく申しま七て60％が税収入であります。一方50％が国家

よりの補助金によっておりまして，あとの10％が地方公共団

体固有の財産あるいは他の公共団体へのサービスに対する代価

などによってもたらされております。次に歳出のほうでござい

ますけれども，まず総務費あるいは一般行政費について見ます

と，フランスでは全体の約10％というととになっております。

これに対して，日本では約2〔1％ということでございます。次

に給与に関するものは約30％から35％になっております。

それ以外の残りは設備のために使われるわけであります。．次に

先ほど少々耳にしたことでございますけれども，フランスにお

ける地方財政の平衡基金制度というものにつきまして幾らか御

説明いたしたいと思います。ごれはフランスでつい最近非常に大

きな変化がございまして，日本のそれとは非常に違っていると

考えております。まナ御報告によりますと，日本における地方
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財政交付制度といいますものは地方公共団体の需要度とその歳

入との間の均衡をはかるということを主要な目標としているとL

いうふうに理解いたしました。それに対して，7そンスにおき

ましては・かつて存在して勒ました鮪財政平鯵金とい込

ますものは地方公共団体の歳入のうち約10％ほどしかもたら

して詞ませんでした・との・ランスの雌財政平衡基金とい

いますものは，この基金を分ける際に，つまり入口の減ってい

く市町村あるいは県に対してそれを援助するということであり

まして，この基金の分配は一時金といたしましてその県あるい

は市町村の人口に基づいて計算されたわけであります。それに

対しまして新しい制度にょりますと，まず給与に対する税の収

入が地方公共団体へ与えられることになりまして，これは大体

地方公共団体の歳入のうちの40％に達するはずであります。

そしてこれが地方公共団体のうち，直接税を引き上げるという

面で努力するということに対して与えられるということになり

書して，前の制度によるように，人口に基づいて計算されるも

のとは全く違った分配方法をとられることになります。

　たいへん長くお話いたしまして申しわけございませんでした。

（拍手）

○　議　長

　どうもありがとうございました。何か日本の知事さんのほう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1で，とれに関連して御意見、あるいは御質疑がありますか。

○　岡山県知事

　ただいま日本政府の説明に対して，フランス側からの事情を
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承ったのでございますが，私はフランス側に対して2点につい

て若干承ってみたい，かように思います。

　その一つは，ただいま最後に説明のございました，日本でい

う地方交付税，フランスの平衡交付基金といいますか，このこ

とについての御質問が1点と、いま1点は国が地方団体に対し

ます補助を行なう補助金制度の問題，この2点を承ってみたら

と，かように思います。

　第1の問題でございますが，日本の場合は，先ほど説明があ

りましたように，地方交付税は地方団体の歳入総額の19％近

くの金額であり，またとの交付を受けている団体は都道府県の

場合は46の府県のうち，42府県までが交付を受けて拾りま

す。また市町村の場合は5515の市町村のうち95％に相当

する5153の市町村がこの交付金を受けております。そこで

日本の交付税のかような制度は，単に地方公共団体へ財源を賦

与するという考え方ではなく，都道府県や市町村の行政水準が

ほぼ均衡を保たなければならぬということが大きなねらいでご

ざいますが，ととろが，ただいまフランス側のお話を承ります

と，平衡基金は地方総予算の10％程度であり，そして古い制

度と現在の制度についてもお話を承り書したが，日本の場合は，

財源が各公共団体で非常な不均衡がございます。これをならさ

なければならぬということが大きなねらいですが，フランスの

場合10％程度の平衡基金制度で，各公共団体間の均衡が十分

にとれますかどうか，この点をまず伺いたρとかように思いま

す。
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○　プラン知事

　まず最初に，先ほど二つの点で御質問がありまして，それか

らもう一度平衡基金に関しまして御質問がありましたので・最

初の平衡基金制度またそのあとで平衡基金に関する幾らか専門

的な御質問，との二つをまとめてまずお答えいたしたいと思い

ます。それにつきましては，最初に昔の平衡基金制度にっいて

御説明いたまして，そのあとで新しい制度についてもう一度御

説明いたしたいと考えます。

　まず古い国立地方財政平衡基金でありますけれども，これの

恩恵を受けておりましたのは95の県のうち，たった三つあ，る

いは四つの県にすぎませんでした。しかし，二方市町村に関し

て申しますと，全体で約5万8，000市町村のうち，はっきり

とととで数字を覚えてお・りませんので申しわけないのですけれ

ども，約2万5，000から3万の市町村が恩恵を受けておりま

した。この古いシステムによりますと，国の平均的税収入とい

うものよりも税収入が低い県が，つまり5，4県，また市町村

に関しては3万市町村あったわけであります。これらのもの

は地方税に対する剰余金という形で，まず県に対しましては人

゜1人当剖2°7ランパ姉町村に関しまし姫人回人
当たり50フランという額が与えられたわけであります。そう

い，うわけで，この制度は非常にむずかしい県及び人口の流出し

ている市町村に対するいわばセーフガードの役割をしていたと

いうことがいえるわけでございます。そういうわけで，再び申

し上げますけれども，地方公共団体の間の需要度と手段と申し

　　　　　　　　　　　　　一69－一



ますか，財政手段との間に均衡をはかるというととは昔はなか

ったわけです。そういうわけで国会におきましても，このよう

な形で地方団体の間に分配が行なわれるということが正しくな

いという批判が起こったわけです。ただ一つの例をあげさせて

いただければ，たとえば大都市近郊にある市町村におきまして

は，いわばその市町村は一種のベッドタウンと申しますか，そ

こに住んでいる人は，ただそとに眠るだけのために帰ってきま

して，実際に仕事をするのはそこの市町村ではなくて，その都

市の中央に行って働くわけです。そういうぐあいにしまして，

労働はその市町村で行なわれないということになりますと，す

なわちそこでは経済活動が起こらないということになってしま

うわけです。こういうことになりまして，そういう市町村では

非常に住居，教育あるいは病院などの面で大きな投資的な負担

を負うというばかりになってしまっていたわけであります。と

ういうわけで，政府が提案し，国会で採択された新しい制度が

が生まれることになったわげでありますけれども，それはいま

までエリも地方公共団体の間で財政的圧力というものを平均化

していくということをねらっているわけであります。こういう

ことになりまして，1968年↑月1日以降有効となる新しい

システムができたわけであります。そしてこのシステムと申し

ますのは，地方公共団体，すなわち県及び市町村の税収入とい

いますものを，大体大きく分けて二つの部分に分けるわけです．

そして最初の50％は地方公共団体が自由にその割合をきめら

れ．る直接税ということになりまして，もう一・つの半分のほうは，
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ひとつのそれを管理する，おもに国会議員その他によって構成

される委員会ができまして，それによって地方団体の間に分配

されるわけです。そしてその分配の基準といたしまして，各地

方団体が直接税の面でどのような努力をしているかということ

を基準として取ることになったわけであります。しかし，この

ように全く新しい制度が使われるというζとは，農業面のみで

なく，経済面あるいは社会的な意味でも非常に多くの困難を伴

うということが考えられるわけであります。このようなわけで，

その対策としまして，まず国家が地方公共団体の間接税による

歳入を5・％上げるということをきめたわけでございます。とい

いますととは？大体におきまして，地方公共団体歳入全体に対

して約2．5％ふえるということになるわけです。一方この新制

度を実施するということは一度にやるのではなくて，段階的に

全体で20年の期間を予定してその実施を期しているわけであ

ります。それでは次に国家よりの補助金につきましての御質問

にお答えいたしたいと存じます。フランスにおきまして，公共

施設全体のうち約5分の2はそれを地方公共団体が管理してお

ります。そしてこのように地方公共団体の管理下に置かれた公

共施設にかかわる経費は，約50％が国家よりの補助金にょっ

ておりまして，一方50％が公共銀行，一応公共銀行として

おきますけれども・，貸与金によるわけでありまして，この貸与
　　　　　　　　　　　　　　、
金は大体年率5％で15年間の長期貸し付けということになる

わけです。そして残りの20％が地方公共団体自身の負担とい

うことになっております。そしてこのような，大体先ほど申し
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上げました30％，50％，20％という割合は，それぞれの

設備についてある程度ずつ変わってくるわけでありますけれど

も，全体といたしま・して，そういうことになっているわけで尤

．そして政府といたしましては，このような補助金の割合という

ものを各設備の間で大体同じものにしようという，そういう政’

策をとっております。またこのような補助金を与える条件とい

うものをなるべく同一化をはかるということピその2面におい

てただいま政府側からの努力がされております。また一方，政
　　　　　　　　　　　　、
府といたしましてはこのような補助金のワクというものは，将

来においてその地方公共団体自身の税収入あるいはその税収入

の面における地方公共団体の行なう努力というものを考えて，

ある程度変えていぐということも考慮に入れられているわけで

す。フランスには，自分で努力をすれば，あとは神様が助けて

くれるだろうということわざがあるわけです。

○　岡山県知事・

　公共施設というのは，日本の場合公共事業と称しておるもの

と同じなのでしょうか，施設という意味はよくわかりませんが，

公共事業即ち公の仕事という意味全般でしょうか。

○　プラン知事

　それでは，もしよろしければフランスにおいて実施されてい

る第5次計画というものについてちょっと御説明してみたいと

思うのですが，よろしいでしょうか。公共設備あるいは共同投

資ということばを使う場合は，国民あるいは住民全体にとって

必要な設備ということをさすわけです。たとえばまず第5次計

　　　　　　　　　　　　　一72一

、



画に拾きま’して，第5次計画と申しますものは，1965年か

ら1970年にかかわる計画でありますが，ここにおきまして

学校設備，教育設備については大体250億から280億フラ

ンというものが予定されております。また病院それから養老院

または精薄児童施設などに対しまし．て，第5次計画の間で150

から140億フランの予算が組まれておクます。それから農業

面に関して申しますれば，かんがい設備あるいは農地の整理，

そして酪農設備などの農家設備に関する予算としまして第5次

計画で予定されておりましたものが，大体120億から150

億フランであったわけです。しかし，これはフランスがヨーロ

ッパ共同市場に完全に入るということになっているわけで，こ

れによってこの数字は大体約50％ほど引き上げられる予定に

なってお・ります。また道路につきましては240億から270

億フランというものが予定されております。それから最後に都

市設備といいますか，これが100億から110億フラン予定

されております。そしていま申し上げましたことは，もちろん

まだ計画したということでありまして，この第5次計画は1970

年までにわたっているわけで，現在はそのすべてが終わってい

るわけではないわけです。

○　議　長

　どうもありがとうございました。何かこの問題にっいて，そ

の他の知事さんから御質疑，御意見がございますか。

○　細郷道一財政局長

　一つだけ聞きたいんですが，新しい改正後の交付金ですね，
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総額を政府はどうやってきめるんですか。

○プ．ラン知事

　つまりこれは間接税全体というものを基礎にするわけであ

りまして，これは税収入全体の約40％に当たるものでありま

してぽしてこれは先ほど御説明しました・うにはのうちで

半分を、直接税の面で行なわれる努力というものを基準にして分

配されるということになるわけでございますδ

○　細郷道一財政局長

　そうすると国税の40％が総額になるんですか。

○　プラン知事

　国税ではなくて・地方公共団体税収入の4・％でございます。

○　細郷道一財政局長

　そうする，と地方公共団体の税収入の中の40％をよその団体

に分けると，こういうことですか。

○　プラン知事

　そういう～二とであります。ただしいままでは国税とされてい

ました給与に対する5％の税金というものが，今後は地方公共

団体へ交付されたといいますか，与えられたわけでありまして，

この給与に関する5％の税金というものが，地方公共団体の間

でまた分配されるということになるわけです。

○　細郷道一財政局長

　もう一つ，そのイクワライゼィションを，平衡基金を分ける

ときに各団体の徴税の努力を重要に見る，こういうことですが，

どういう方法でしょうか。
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○　プラン知事

　つまり個人に対する課秒の額といいますか，’たとえば物品に

対してかけられる税以外の個人に対してかかる税の額というも

の，それをもとにするということです○

○　細郷道一財政局長

　ちょっとむずかしい問題点・時間がかかって悪いのですが・

税金の少ないところに平衡交付金を出す。それはたくざん税金の入

った地方団体から吸い上げて税金の少ない団体にやるのですか。

○　通　訳

　まずことばの点で一つ申し上げなければならないのは，いま

までは確かに平衡交付金ですか，まあ交付という字はほんとう

はないのですけれども，そういう名前で呼ばれていたわけです

けれども，今後は平衡という字を使うのはまずいのだそうで，

それとは全く違った意味になるようなんですけれども。

○　細郷道一財政局長

　日本の場合は，国が自分で微収した税金の一定割合を地方へ

渡す．渡すときに地方団体の間に公平醸そうということに非

常な努力を払っているわけでか今度の・ランスの新しい搬、

は，国が取るんでは’なくして，国がいままで取っておった税金

の一部を地方に分けセ，地方に取らせるようにして，その額を

地方団体の間に公平に分けるということのように理解をしたん「

ですが，間違いないんでしょうか。

○　プラン知事

　つ勧先ほ齢っしゃられたよう臨まず新しい雌噺し
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い基金ですけれども，これは先ほども言われましたように給与

に対する5％の税金というわけですね。それですから・フラン

ス人全体に払われる給与の5％というものがその新しい基金に

なるわけです。ところでこれをいかにして分配するかというこ

とですけれども，この基準といいまずのは各地方公共団体が直

接自分で徴収できる税金の面でいかに努力をするかというごと

を基準にするということなんですが，そうして昔の制度により

ますと，各県あるいは市町村は消費税というものを自分で徴収

していたわけです。ところがこの消費税というものは必要にあ

る県に対しては少ない税収入しかもたらさなかった。それに対

して先ほどの平衡交付金制度というものはあって，それによっ

てその少ない部分を埋めていたということでありますけれども，

このたびのは全く違うわけですね。まず地方が自分で直接徴収

する税金というものがあって，それをいかにしてその面で努力

するかということに対して，もう一度別の給与に対する5％の

額というもの，それでその基金が配られるという，そういうシ

ステムだということなんですけれども。

○　細郷道一財政局長

　そうすると，給与に対して5％ですね，いわば所得税みたい

なものでしょう．そういうものの総額を分けるわけですが，分

けるときに地方団体の徴税努力で分けるというごとは，たくさ

ん取ったところにたくさんやるということですか。

○　プラン知事

　確かにそ戸っしやると勧であ憤して縞接税を大きぐ
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取るという公共団体，特にいままでよりも直接税をふやそうと

いう公共団体は考えてみますと，特に大きな努力をしなければ

ならない公共団体であるということはできると思います。そう

いうふうに考えられるわけです。そういうものに対して，その

努力に対する報酬という形で，新しい制度から給料に対する5

％の税金によってつくられる基金から補助金が与えられるとい

うことになるわけです。

○　細郷道一財政局長

　地方団体がそれぞれみな努力をしていると思うんです。その

場合に，たくさん入ったところに国からいく税金がよけいにい

くというのでは・それぞれの財政力が非常にアンバランスにな

るんだろうと思うんですが，日本であれば努力をしても取れな

いところに交付税を渡して，努力をしたら取れるところには渡

さないということでないと，ここにお集りの知事さん方が承知

をされないわけです。どうなんでしょうか，そこは。

○　岡山県知事

　ちょっと，いまのことは税率を高くしなければならぬ戸公共

団体へ回すのだという意味ではないのですか。

○　通　訳

　そういうことですね。

○　岡山県知事

　でしょう。

○　プラン知事

　確かにおっしゃることに一理あると存じます。ただフランス
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の場合洛地方公共団体の間でその課税面における圧力ととい

いますか，それは非常に一つ一つの間で差があるわけです。そ

れでたとえばわれわれの考えている’ところでは，ある市町村に

おいては非常に設備が少なくて因ってい『るけれども・，しかし，

そこではより多くの課税ができるはずだと見られているわけで

す．

○　安孫子山形県知事

　第5次計画のお話を承りましたが，この投資の煩位から見ま

すと，学校，道路それから病院，養老院それからイリゲーショ

ンの関係それから都市関係と・こういう¶順序になっているわけ

ですね，いまの第5次計画の順位ですね。’これがフランスのや

はり一番問題となる事項がそのままの姿で出ているものでし、

うか。たとえば日太の場合ですと，これは説明がありましたよ

うに道路であるとか治水関係とかあるい1ま下水道関係，港湾関

係等が問題としてあるわけですね，、そういうこととは違って，

やは腫要度というものは大体・ランスの現状では，5蠕順

にあるような形になっているのかだけ確めておきたいのです。

それから住宅問題というのは’，これは入っていませんけれども，

住宅問題というのはそれほどの問題レやないのかどうか。

○　プラン知事

　まずお答えするにあたりまして，公共施設全体が，第5次計

画の間でどのように増加していくかという平均的数字をあげま

して・それに対してそれぞれ先ほど言われましたような施設各

自について・やはり第5次計画の間でどのように増加されてい
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くかということをあげてみたいと思います。そうしてみれば，

たぶんフランスにおいてどのような』 竭閧ｪどの程度重要視され

ているかということがお・わかりいただけると思います。

　まず第5次計画が，先ほども申．し上げましたように，各年度

における予算の裏つげというものが完全につけられているわけ

でないというとどをもう一度申し上げた上で，つまりこれが一

っの見通しであるということをもう一度申し上げた上で申し上
　　　　　　　　　　　　　　　　■
けますけれども，全体としましての公共設備というのを1965

年を100として考えました場合，その最終年度である1970

年には1、5：5と仏うふうに予定されております。つまり全体と

しまして，平均的には5年間で100から155ということに

なるわけでございますけれども，まず学校教育施設に関しまし

ては一これは100から153というふうに予定されておりま

す。一方病院またその他の社会施設は15Pという予定であり

ます。農業は150という指数であります、ただしこれは先ほ

ども申し上げましたように，ことしの夏に共同市場の完全な開

放ということを考えまして，ある程度これより引き上げられる

ことは考えられるわけであります。道路に関しましては，この

関係は10σから185と見通されておりま一す。このように平

均が100’から155というのに対し，道路は100から183

と非常に平均を上回っているわけでございますけれども，これ

はフランスでも交通問題というのが非常に大きな問題となって

いるからであ釦ます。・それから都市関係の設備でございますけ

れども，これぱ100から180ということで、ありまして，け
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さモロー氏からお話がありましたように，フランスにおける大

きな努力を反映しているわけであります。そして最後に住宅の

問題でございますけれども，これについてお話しなかったのは

なぜかと申しますと，これは一般の予算の中には組み込まれて

おりまぜんで，国庫支出金に入る関係で，地方公共団体の投資

には組み入れられないことになっているからであります。

○　議　長

　ありがとうございました。この問題につきましても大体お話

が尽きたようでございますので，次の問題に移りたいと存じま

す。
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市　民　防　衛

○議長

　次の問題はオ4議題、市民防衛についてでございます。消防

庁の川合次長さんがお見えでございますので、川合次長さんか

らのお話をお伺いいたすことにいたします。

○川合武消防庁次長

　わが国の災害対策について御説明を甲し上げます。

　1．　わが国の消防団。わが国には諸外国にあるような市民防

衛に当たる機能を果している国民組織はないが、火災・水災そ

の他の災害を防除、軽減するために、それに近い義勇組織とし

て消防団がある。

　消防団は戦時中は響防団として防火、防空等に従事してきた

が、戦後消防組織法が制定されて全國の巾町村ごとに公的消防

機関として置かれることになり、その構成は民間人より成つて

いるn

　公的の消防機関としては、都而では主として消防本部・消防

署が置かれ、今日約5万人の専門の消防職員が消防の活動をし

ているが、消防団はその楠完的役割を果している。町村・いな

かでは専門の消防職員を置くところはきわめて少ないので、み

ずから消防団が消防の活動を行なつている。

　消防の活動は、火災のほか、地震・洪水・高潮・津波・がけ

くナれなどの災害に対して警戒・鎮圧・住民の避難誘導などを

行ない、庄民を災害から直接的に守る活動すべてが含まれてい
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る。

　消防団は1966年現在で3818団あカ、総数約130万

人の消防団員が1965年には年間延べ20万回・延べ1・083

万人災害等に出動している。　　　　　　　　　　’

　近年わが国社会経済の進展に伴い、農山漁村や大都市近郊の

町村では、他地方への出かせぎや都市の会社工場への勤務等の

ため、一般的に消防団員が減少する傾向にあり、防災上、団員

数の確保対策は大きな問題となりつつある。

　2．　国、地方公共団体を通ずる防災体制。わが国では1961

年に災害対東基本法が制定され、蝕及び地方公共団体・その他

公共機関を通じて必要な防災体制を確立するための基礎がすえ

られた。これにより園には中央防災会議、地方には都道府県防

災会議及び巾町村防災会議が置かれている。それは澄もに防災

計画の作成’ ﾆその実施を推進し、災害情報の収集と応急対策及

び復旧に関し、関係のある機関の迎絡調整に当たつている。国

の各省庁においては災害対策基本法の趣旨に従い、それぞれ専

門の防災害関係の法律、たとえば水防法・消防法、1 ﾐ害救助法

等の運用によつて被害の防止と軽減の活動及び国民を災害から

救済する活動を行なつている。大災害の場合には都道府県知事

の要請によつて自衛隊も応急作業に出動する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぺ『
　な蔚、1．わが国では戦時を考慮した災害救済、防空等の組織

はない。2．放射能災害の防止については、法律で使用施設の管・

理者が行なうこととされてお仁住民ゐ避難等を必要とする規

模の災害につ6ては防災計画に織り込むこと‘になつている。
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○議長

　どうもありがとうございました。ただいまの川合次長さんの

御鋤につきまして・この際フランス呼知事さ姫ら恒御

質問、御意見等9がζざいますればお述べ願います。

○シヤベル知事

それでは Gさんめ説眺れて噸ρグrノレマン纏嘩
うから澄尋ねをいたします。

○グロルマン知事

　けさほど議長さんのほうから・との問題についてはなるべく

簡潔に澄話し合いをしたいということで、また、ただいま川合

さんのほうからたいへん短い御説明がございましたので、私と

いたしましても2つの質問のみにとどめたいと思います。

　ただいまの御説明の中に県もしくは而町村単位の災害救助と

いう項目がございまレたけれども・この組織・それから実際に

災害の発生した揚台の貢年者及び暇救助．を行なう方法につい

て、簡単にお答えいただきたいと思います。

　オ2の質問でございますけれどぷ日本にお，いて工場なら工

場が設立される場合に・防災ヌ靖・水及び大気の汚染問題につ

きまして、最終的に責任を持つて監督をする，機関はどこにある

のか。そのほか放射能、それからいま申し上げ一ました大気汚染

その他に対する防災措置が正しく行なわれているかどうかを監

督する酬はどこ，にあるのか・芦れを伺ら、パ≒恥、ます・

　それから・疏在まで⇔い，つた監智舌動というものがきわめ

て満足した状態で行なわれているかどうか。
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　以上、2つの質問に和答え願いたいと思います。

○川合武消防庁次長

　才1のお尋ねでございますが、都道府県においては、そのほ

かのいろいろの役所あるいは公共機関とか、鉄道・放送機関な

ど、すべてを含めて知事を中心とした組織がございます。これ

が先ほど申し上げました都道府県の防災会議でございます。市

町村の場合もこれと大体同じでございまして、市町村長を中心

としておカます。また都道府県と而町村との問の連絡もはから

れておるわけでございます。それらは先ほど申し上げました防

災計画というようなことで、具体的に内容を取．りきめて凝るわ

けでございます。

　救助の実際の沽動ということのお尋ねが、私のとれから申し

上げるととで十分でございますか、あるいは再び澄尋ねをいた

だきたいと思いますが、実際にそれを担当する者は、これも一

番最初に御説明串し上げました消防団、消防官、警察等、その

他県庁あるいは而役所の役人、こういうことになろうかと思い

ます。

　オ2のお尋ねでございますが、工場の災害防止に関しては法

律がございまして、その法律の凝もなものに、私どもの直接携

わつております消防法、あるいは通産省の法律、労働省の法律

などがございます。

　なお大気の汚染の間題は、従来も都道府県市の条例、あるい

は個別のいろいろな法律もございましたし、また新しく基本法

が生まれたわけですが、この問題については私の専門外でござ
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いますので、後ほと資料を差し上げることにいたしたいと思い　　　、

ます。

　繰力返しますが、そのほかの工場の防災に関しましては、た

だいま串しましたような役所が関係をいたしておりまして、そ

れが同じく監督をいたしておカま’す。

　放射能にっらでは科1学技術庁という役所が扱つておカ、また

監督をいたして拾’ 閧ﾜす○

○議長

　ありがとうございました。な拾この問題にっいて日本側の知

事さんでどだた’か・∴・・三重県の知事さんいカぼですか・公害災

害対策どいつた問題で簡単に……。

〇三重県知事

　ただいま消防庁の次長から簡単に澄答えがございましたが、

公害の問題は私のほうの三重県の四日市が全国的にだいぶ有名

になつて丁 ｨりますので、その経験から簡単に澄答えを補足さし

ていただきたいと思います。

　従来、公害の中でも’大気汚染につきましては大気汚染防止法

という法律が1 ?J、それから水質ひ汚濁、つまり汚水等につき

ましては水質基準法とか、あるいは工場排水規制法とかいつた

ような法律がございまして、原則的には都道府県知事が監督の

責任を持うてお・る1墲ｯなのです。ととろが非常に不完全であ幻

まして二」ごとに工場に対する監督の責任が全部知事にございま

せん。と申しますことは↓一部は通産省の出先機関が監督をし

ているというよう丁 ﾈことがありまして、非常にちぐはぐで不完
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全であカ、そういう関係で今度新しく公害対策基本法が制定さ

れまして”、この法律に基づいて都道府県知事が体系的に公害防

止の責任を負うという体制が新しくできました。

○グロルマン知事

　フランスの場合で甲し上げますと、たとえば、工場から出ざ

れる排水とか大気汚染描督する視縮濫察官と鴎埠痴
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ事のもとにおりまして、監督権を持つております。しかし知事

が自分でその公害をやめさせるためにある特定の処置をとれと

工場あるいは企業者に対，して指示するととはできないのであり

ますけれども、ある公害を出している工場に対してそれをやめ

るように要求することができるわけです。そして、もしその要

求に従わないというようなことがあつた場合、知事はその土場

を最終的に閉鎖する権限を与えられております。

〇三重県知事

　大体日本の場合も従来ある大気汚染防止法あるいは工場排水

規制法などではそれに類似した権限があるのですがざそうでな

く、行政指導で従来カバーをしている面がたくさんζざいます。

しかし搬公害糠．基本法ができて・と劫ミいよい．段かの関

趣法令の制定もできて完傘に動き出すようになれば、いまお話

のあつたような形になるわけですご現在条例で公害防止につい

領制．をはぽ辮す字相当ございます・繰㍗害糠
左磁によ疑すと、・繰からの大気汚染だとか水野濁のほ

かに・滅臭だと，加騒茸とか・振動だとかそう込つた公害

についても規制がで琴るよう1吐つて剖ますし1．公害に・つ

　　　　　　　　　　　　　一86一



て被害を受けた庄民に対する救済制度といつたものも新しく確

立をされるというような形になつて、、日本の公害対策も相当大

幅に最近は前進をして凝ります。

○議長

　ありがとうございました。なおこの問題につきましては、い

ろいろ御意見な力御質疑があろうかと存じますが、大体時間も
ま’
｢カましためで、この議題については以上をもちまして討議

を終力たいと存じます、、

○議長

　なお、フランス側から共同声明につきまして御提案があるの

でございまして、これについてはフランス馳のジヤン・シヤペル

知事さんに御説明を願いたいと存じます、、
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共同声明の提案・

○シヤペル知事

　日仏両国知事の協議によカまして、このオ2回日仏知事会議

の終力に際しまして、・発表することをぎめました共同声明案文

をこれから読み上げたいと存じます。　’・

一88一
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共 同 声 明

　フランス政府と全国知事会との日仏知事交換訪問の実施に関

する了解に基づき、昭和40年3月、オ1回交換訪問を実施し

たが、との訪問に伴う日仏知事会議の開催と地方行政及び産業

の視察は、両国地方行政の改善と友好親善増進のうえに多大の

成果を収めた。　　　　　‘

　日仏知事交換訪問は、爾今継続して行うべきものとするとの

日本にぼける才↑回日仏知事会議の共同声崩に基づき、とのた

びフランス知事5名を迎え、オ2回日仏知事会議の開催及びわ

が国の地方行政と庄業の視祭が行なわれることになった，，

　両国地方行政の責任者が、一堂に会して両国の当血する重要

共通聞題を討議し、それぞれの國の産業と行政の視察を行なう

ことは・地方行政の改善と陶国国民の埋解と親吾増進に寄与す

ること組大なるものがある。

　よつてオ2回日仏知事会議に参加した両国知事は、この知事

交換が将来継続して行なわれ、かつ、とれが発展のため協力す

べきことを決議し、共筒声明とする。
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共同声明に対する意見発表

　　　　　　　　　　　　　　奈良県知事　奥　田　良　三

　たS今フランス知事団々長ジヤン・シヤペル知事から、共同

声明に関する提案理由の説明がありましたが、この提、案は、適

切かつ有意義のものであり、賛成の意を表する次オであります。

　日仏知事叉換訪問の行事として、日仏知事会議を開催し、両

霞地方行政の当面する共通重要問題を討議することは、地方自

治の改善に資すること絶大’なるものがあカ、かつ、地方の行政

産業の実情を視察し、政府要路の人々と会見することは、両国

園民の理解と親善並びに地方行政の進展に寄与すること計り知

れないものがあると存じます。

　よつてご提案の趣旨に賛同し、この共同声明が司決されます

ことを希望するものであカます。
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○議長

　ただいま議案となつて澄力ますフランス側の御提案の共同声

明でございますが、とれについて奈艮県の奥出知事さんより賛

成の御意見があつたのでこぎいますが、皆さま方いかがでござ

い’ましようかo

　　　（∫異議なし」の声あ力）

○議長　　　　　　　　9　　　　　　　　↓

　それでは満場め御賛成をいただきましたので、この声明叉を

原案ど和り採択いたすことに決定いたしました。　（拍手）

　それではフランス知事代表の方のごあいさつをいただきたい

と思い・ま層す。
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仏知事団代表あいさつ

　　　　　　　　　内務大臣付防衛問題審議官’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ジヤン・シヤペル
　　　　　　　　　　　　　　上級知事

　まず最初に、日本の知事の皆さま方に私が御提案じ

ました共同声明をそのまま採択いだだいたことに対し

感謝いたしたいと思います。また、私ども．はフランス政府のもと

に拾きまして、ここに盛られた意義が実現するよう、また今後

毎年実現していくよう必要なすべてのことをする’と、ここに拾

約束するものでございます。

　それでは終力に当たりまして、簡単にこのオ2回日仏知事会

議に澄ける教訓といつたものを総合的にまとめてみたいと存じ

ます。

　まず最初に、オ1議題である巾町村合併の問題に関しまして

は、私も、また払の同僚の知事も皆日本とフランスのそれぞれ

の状況が全く比較できないほど違つているということを認識い

たしました。皆さま方の日本におきましては、而町村合併は、

1889年にすでに始められておりまして、けさほどもお話が

ございましたよう．に・すでに日本では・現在この問題は解決の

ついた問題とみなされているわけであります。私どもフランス

にとりましては、この問題はいま始まつたはか力であると申し

上げることができます。そして・けさ私の同僚シユミツト知事

からも、1966年12月50日に採択された法律によつて、

この面でフランスは大きく前進するだろうということがあつた
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としても、私どもはまだ、日本では皆さま方がすでに解決され

た問題をこれから扱おうとしているにすぎないのであ力ます。

皆さま方の御経験は私どもにとつて非常に多くの教訓を与えて

・〈れます。確かに私どもはこれから非常に急速にこの分野で前

進するに違いないと信じてお力ますけれども、特に私どもが皆

さま方のお話で感銘深かつたことは、この分野で非常に大きな

世論に対する宣伝の努力がなされていたということでございま

す。私どもプランスに帰りまして、政府に対しこの面でさらに

現在以上の努力がなされるよう勧告をいたすつもりでございま

す。

　オ2の議題である都巾開発について甲し上げますれば、まず

鶴海氏よカの御報告、そ1してそれに続く討論に●いて、私ども

は日仏両国の間でこの問題についてとらえている方回が全く同

じではないとしても、非常に似ているということを碓認いたし

ました、，特にそこで非常に問題となつている重要な事実は、両

国の間で似かよつ売方向に進んでいるということを見たわけで

ございます。

　まずここで問題とされるのは国土全体の開発ということでご

ざいますけれども、この面でまず大都η」の巨大な発展を押え、

二方開発の冷くれている地域の開発を特にはかるということで

あカます；すなわち都η」の発展を組織化し」非人間的でな」人間

的価値が花を咲かせ得るよら1な新しい都市化をはかつていくと

いうことであります，，

　次に、細郷’氏が話きれました実にりつばな御報告、ま一た一方
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私の同僚であるプラン知事よりの幾つかの説明につきましては、

次のように甲し上げたく存じます。

　まず最初に申し上げたいのは、財政、また経済面におきまし

て・その国家勘定のやり方などが非常に違つている2ガ国の間

で、地方公共団体の財政問題というものを比較するのには非常・

に多くの困難が伴うということであカます。

　次に細郷氏のごりつばな御報告でありますけれども、と．のよ

うに非常に大きな主題に．ついて、これほど多くのこまかい点を

明らかにされたというととは実に．りつばであると存ずる次才で

ございます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・、　，‘

　しかし、日本に澄いてもフランスに澄いても地方公共団体が

公共設備の面でその役割を十分に果たすためには、その地方公

共団体の財政の歳入威出の均衡化をはからなければならないと

いう問題が、．両日ともに起こつているということでありまず。

　オ4に申し上げたいのは、近代的な次々と多、くの需要を生み．

出していくような叉明にあ力ましては、手段と需要というもの

が非常に正しぐ分配されるということがむずかし．ぐなりつつあ

るというこ，とであります・そのような場合にその手段’と需要の

均衡化を．はかる、そのことは、日本においては地方交｛rr税制度・　　．

をもつて行なわれておカますし、フランスにおいては、いまま一

では地方税平衡基金、そして来年からはまた新しい制度がつ1く

られて、そのような面において努力がされることになつている’

わけであります。

次岬←上げたいと存じ財の臨細郷氏の御報告にあらわ
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れておりますことば使いの非常な正確さということに、非常に、

感嘆いたしたということでござい’ ﾜす。フラシスと日本との間

にはζとばの面で幾つかの違いがあるわけであります∩たとえ

ば、日本に蔚いては「国家の公共事業に対する地方団体の財政

参加」というふうにいわれましたが、フラシスでは「地方公共

団体の公共事業に対する国家の参加」というふうにし’かいわれ

ないわけであカます。そして日本の言い方のほうがよいもの’で

あると思つておカます。フランスでも、たぶん日本でもそうで

あると考えるのですが、，国家と地方公共団体の間には，、常に財

源問題におきまして討議が絶えず行なわれて治りまして、特に

地万公共団体の負担しているある櫨の支出は国家が負担すべき

であるという具合に言われるわけであります。

次に、もう一つことばの閥題であ．りますけれども、地方交付税一

制度という考え方1国家から地方公共団体へ交旬『を行なうとい

う考え方、これは非常によい考え方ではないかと考えます。こ

のような言い方は私どもの国にはないのでありまして、まとと

に事物そのものをさしていると考えております，，そして7ラン

スに帰る前、まず私の同僚の知事たちとこのような言い方をフ

ランスにも取り入れるということを政府に提案しようではない

かと考え、相談するつもりでおカます。

　騒に躰における婿対鰍び市民防衛の1綱であります

が、日本に関しては川合氏より、またフランスの状況に関して

はグロルマン知事よ力報告があつたわけであ力ます。

　まずフランスに澄きましては、市民防衛という問題は最近非
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常に進展を見せている間題である’と甲し上げたいと存じます6

市民防衛という考え方は常に存在していたわけでございま’す←
C；・’P

1959年1月7日嘩本法が採択され・乏汕来こ’の髄に

ついては肺民防舶∴はつきbしたことばの託に問題が

提起されているわけであぱす．丁服防衛といらますのば平～

和時に帥て酬に鮒る防繊擬つくる基礎舗くという

ことで馴ます。私は現在のように翻力・進み、また編化現

象が進んでいる時代に拾いては、種々の穴竃険が住民に対して起

こつていると考えて鋤まナ。そしてこのようなこと繭する

対策として、園家的規模で市民防衛の組織をつくるということ

が必要であると信じているわけであります。’

　このη」民防衛というのは具体的にどういうものであるかと申

しますと、フランスにおきましては国土を7つの大きな防衛管

区に分けまして、それぞれに救済隊と甲しますか、そういうも

のをつくりまして、人間あるいは’ 熄ｯが危険にさらされたどき・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　

1

常にそれに対して救済を行なう特別’ ﾌ組織をつくるわけであり

ます。

　そういうわけであ婦すから、市民防衛は陸軍、海恥空軍

に続く才4の軍隊であると甲し上げてもいい’かと思います。9た

だしこれらと違うのは、市民防衛の組織は平時におらても使・う

ことができるという点にございます1。この’市民防衛の組織は、

大きな森林火災醒ぱ水融また’フ・ンスで榔震が起已る

ことも考えられなくはないわけでナから↓そういう地震・ある

いは事故的に起こる放射能災害、そしてまた海永または河川の
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重大な汚染、そのような種々の重大な危機に際して、常に救済

活動を行○わけであぽす．最近のフランスにパましても・

幾つかの例をあげさせてMた’だけば、1ブルターニユ海岸口け
　　　　ξ　　 プ

るト，キヤニオンという石油船の災難⑳ために起こづた海岸汚

染、あるいはフザンの近くで石油工場の火災が起こつた、ある

いはまた、これはあまり大きなものではあカませんけれども、

ピレネー地方に澄いて地震が起こつて、何人かの犠牲者が出た、

このような多くの災害が起こつているということは、η」民防衛

の組織を常に改良し、充実させていかなければならない必要性

を十分に示していると考えて冷力ます。　しかしこの面に澄きま

しては、私どもはまだ組織化を行なつている段階にすぎないの

であります。と申しますのも、このような組織を完全につく力

上げるためには非常に多くの予算がかかるわけでありますけれ

ども、まだそのほんの一部分しか内務省に認められてかりませ

ん。

　最後になりましたけれども、報告をしてくださいました日本

側の皆さま、またフランス側から説明に当たられた知事諸氏、

そしてまた種々の発言をくださいました日本側の出席者の方々

に、心から御礼を甲し上げたく存じます。

　最後に、桑原全国知事会会長にパリ警視庁総監からひとつの

贈りものを預かつてきて拾りますので、とれを差し上げたいと

存じます。これはパリ響視庁がいまから300年前につくられ

まして、その500年祭の記念として、ことし特につくられた

メダルでございます。これは私どもフランス知事団からお贈
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カするものでございまして、ラランス共和国ρ象徴としてのマ

リアンヌが彫られて拾力ます。そして、フランス内務大臣クリ

スチヤン・フーシエ氏の贈力ものでございまして、フランスの

首輪・・のひカ⑭輝いているさまカ・描かれて螂まナ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（拍手）

t
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閉会の　こ　とば

　　　　　　　　　　　　　　知事会会長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　桑　原　幹　根
　　　　　　　　　　　　　　愛知県知事

　本日は「地方公共団体の財源問題及び地方公共団体の参加す

’る国の事業の財源問題」その他「市町村合併問題」、，「都市開

発の推進」、　「市民防衛」等の諸議題について、終日真剣な討

議が行われ、予期以上の成果を収めることが出来ましたが、皆

様さぞお疲れのことと存じます。とこに深甚なる感謝の意を表

します。

　今日の会議で討議されました事項は、それぞれの地方行政に

反映されますことを念願いたす次オであります。

　共向声明によカ、今後とも両国知事の交換訪問が継続さるべ

きことが決議されましたが、私どもはこの交換訪問が益々発展

し、両国々民の福祉の増進と世界平和の維持に貢献できますよ

う念願いたす次オであります。

　これをもつて、本会議を閉会いたします。

（午後4時40分散会）
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